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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

業務の概要

１．業務概要

（1）業務の背景・目的
石狩市では、2024年1月に営業運転を開始した石狩湾新港港湾区域での洋上風力発電のほか、今後、一般海域（石狩市沖）での洋上風力発電事業の

計画が見込まれている。
洋上風力発電は、建設や保守管理など、多様な産業が関わることができる可能性を有しているが、国内における洋上風力発電事業は黎明期であり、関連する企

業や人材の育成が不十分である。特に本市は、石狩湾新港の活用により道内の洋上風力発電事業に関わることができるポテンシャルがあり、地域への経済効果を
最大化させることが期待されている。
そこで、官民が連携して洋上風力の地場産業化に向けたプラットフォーム（組織体）を構築し、技術や経験を生かした中小企業の業態転換や参入を後押しする

とともに、将来の働き手となりうる市民や若年層への周知活動を展開するため、必要なコンテンツの作成及びワークショップ・出前講座等の企画等を行う。

（2）業務内容
①洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチングについて
洋上風力先進地の企業と市内企業のマッチング手法を整理する。

②地域企業の洋上風力産業参入を実現するための組織体結成のサポート
石狩市内の企業と洋上風力関連企業（洋上風力発電所の開発事業者、ゼネコン、先進地の企業等）をつなぐ組織体を結成するため、石狩市とともに地域
企業や関連団体と調整を行うほか、組織体の在り方を検討する。

③機運醸成策の検討・実施
地域企業の洋上風力関連産業参入に向けたイベント（洋上風力発電に関するワークショップ、セミナー、フィールドワーク、情報交換会等）を実施する。
（計4回程度）

④上記①～③の成果を取りまとめて報告書及び概要版資料等を作成する。

＜本業務の方向性＞

今後の一般海域（石狩市沖）での洋上風力発電事業を見据えて、地域企業の同産業への関心・理解の醸成を進めるとともに、
地域が同産業を受容できる体制として、地域企業からなる組織体の土台を形成する。

若年層の洋上風力発電に対する興味・関心を惹きつけるコンテンツを作成し、
世代を超えて展開される洋上風力発電事業への理解促進や産業の担い手創出に繋げる。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

業務の概要

１．業務概要

【1】 洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチングについて
【2】 地域企業の洋上風力産業参入を実現するための

組織体結成のサポート
【3】 機運醸成策の検討・実施

洋上風力先進地の机上調査

銚子情報収集

地域企業、若年層（学生）、市民向けの
機運醸成策の検討

第1回地域企業向け洋上風力情報交換会の実施

第2回地域企業向け洋上風力情報交換会の実施
石狩市内企業向けアンケート調査の実施

地域企業数社との秋田意見交換

第3回地域企業向け洋上風力情報交換会の実施

若年層向けに
VRを活用した

映像コンテンツおよび
出前講座資料案の作成

五島・北九州情報収集

マッチング手法等の整理 組織体の在り方の検討・整理 学校向け出前講座、市民向けイベントの実施

報告書の作成

（3）業務フロー
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２．洋上風力先進地調査

（1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

（2）千葉県銚子市

（3）長崎県五島市

（4）福岡県北九州市

（5）その他
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

⚫ 2024年9月時点で、再エネ海域利用法のもと促進区域に指定された海域のうち、既に事業者選定済の地域を中心に事例調査を行った。

※太字下線は新たに指定・整理した区域

出所：経済産業省 促進区域・有望区域等の指定・整理状況 (令和6年9月27⽇時点)

2. 洋上風力先進地調査

取り上げる先進地域事例について
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力 第1ラウンド・第2ラウンドの状況

⚫ 2021年にラウンド1（4海域、合計約1.7GW）、2023年にラウンド2（4海域、合計約1.8GW）の結果が発表された。
⚫ 現在（2024年11月時点）は、ラウンド3（2海域、合計約1.1GW）の事業者選定中（2024年7月に公募締切）。

出所：公益財団法人 自然エネルギー財団 2024年7月「洋上風力発電の動向 世界と⽇本における現状[第5版改訂版]」

2. 洋上風力先進地調査
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

秋田県の洋上風力発電事業

【A】 秋田洋上風力発電株式会社［港湾区域 (秋田港・能代港)］
丸紅株式会社、株式会社大林クリーンエナジー、東北電力株式会社、
コスモエコパワー株式会社、関西電力株式会社、中部電力株式会社、
株式会社秋田銀行、大森建設株式会社、株式会社沢木組、株式会社加藤建設、
株式会社寒風、協和石油株式会社、三共株式会社（計13社）

出所：広報紙あきたびじょん2024年3・4月号

【B】 秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド合同会社［一般海域］
三菱商事株式会社、三菱商事洋上風力株式会社、株式会社シーテック（計3社）

【B】 秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社［一般海域］
三菱商事株式会社、三菱商事洋上風力株式会社、株式会社シーテック、
株式会社ウェンティ・ジャパン（計4社）

【C】 男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy合同会社［一般海域］
伊藤忠商事株式会社、株式会社JERA、電源開発株式会社、東北電力株式会社
（計4社）

【D】 合同会社八峰能代沖洋上風力［一般海域］
ENEOSリニューアブル・エナジー株式会社（旧ジャパン・リニューアブル・エナジー株式
会社）、イベルドローラ・リニューアブルズ・ジャパン株式会社、東北電力株式会社
（計3社）

※赤文字＝代表企業、 緑文字＝地域企業

⚫ 既に運転を開始しているのは、能代港（2022年12月～）、
 秋田港（2023年1月～）。

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

【A】 

【C】 

【B】 

【B】 

【D】 

2015年2月（発電事業者決定年月。以下同様）

2021年12月

2023年12月

2024年3月
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①「秋田風作戦」 （1/2）

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

マッチング推進・支援体制

公平・公正にマッチングイベントに関する情報が行き渡り、
幅広く情報が入手可能となるような取組み

＊会長：地域企業である (株)ウェンティ・ジャパン（佐藤社長）
＊共同設立：北都銀行（会員制であり、県外メーカー等にも開かれている）

※陸上風力含む

＜事業内容＞

（１）風力発電に関する研究開発、実証研究の実施

（２）配送電、系統連系に関する研究と開発

（３）風力発電事業の立ち上げと継続に関わる投資・金融手法の研究と開発

（４）再生可能エネルギー、電力等に関する法制、制度の研究と提言

（５）風力発電機関連産業の産業化

（６）再生可能エネルギーに関する啓発、情報発信

組織体制概要

コンソーシアムの主な取組み

本コンソーシアムは、自治体はじめ地元製造業、金融機関のほか県外メーカーなど様々な業種により組成され、
メイド・イン秋田の発電機（風車）の製造や、風力発電に親和性の高い産業の育成を大きな目標にしている。

会員総数100団体以上
（2021年3月現在）

自治体・大学・電力事業者
土木建設・製造業・金融等

様々な業種の団体

産学官金の連携

入会金： 一律10,000円
年会費： 正会員 50,000円

賛助会員 20,000円

マッチングに向けた取組み

情報通知手段 内 容

イベントを活用
秋田県主催の「あきた洋上風力発電関連産業
フォーラム」や「秋田風作戦」を利用した情報通知。

ホームページを活用

最新情報を下記ホームページ内に掲載
◆秋田県産業労働部 クリーンエネルギー産業
振興課（県主催・共催時）

◆秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社

関連自治体との
連携

由利本荘市との連携を進め、HPに掲載した
情報内容を共有、併せて事業者より書面や電子
メールによる情報通知を実施。

秋田県内の商工会
議所、商工会、
産業団体との連携

HPに掲載された情報を各業界団体に共有の他、
各団体に対して、月報等での情報通知や総会時
での個別企業への情報通知を依頼。

会長であるウェンティ・ジャパンが参画する秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社に係るマッチングに関する説明
会等において、「秋田風作成」は告知・情報通知などの役割を担っている。

例）直近の秋田県内でのマッチングイベント

開催⽇・場所
2024年2月29⽇ @秋田市内
2024年3月6⽇ @由利本荘市内

業務説明会
概要

• 主催者（秋田県、由利本荘市沖洋上風力発電事業
推進協議会）による挨拶・取組み紹介

• 発電事業者によるプロジェクト概要説明
• シーテック（元請予定会社）による業務内容説明
• 質疑応答
• 名刺交換会（秋田県内企業とシーテック/ 送電・電気・

土木工事担当）

参加者

秋田市
124名（あきた洋上風力発電関連産業フォー

ラム会員及び会員外の秋田県内企業）

・シーテックより11名、事業者より10名

由利本荘市
53名（由利本荘市沖洋上風力発電事業推進

協議会会員及び会員外の秋田県内企業）

・シーテックより11名、事業者より8名

秋田風力発電コンソーシアム

秋田風作戦

2013年9月設立

出所：秋田風作戦HP、 秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社 2024年3月18⽇「秋田県由利本荘市沖（北側・南側）洋上風力発電事業 概要説明」
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①「秋田風作戦」（2/2） 

参考）秋田県内企業とのマッチングについて（秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社(ウェンティ・ジャパン参画) の取組み）

◆マッチングに向けた進め方について（考え方）
元請企業による協力企業選定に関して：
✓ 発電事業者と各元請企業との契約において、協力企業選定の最終意思決定に、発電事業者が関与することが出来ない建付けとなる予定も、元請企業、秋田県、由利本荘市、由利本荘市商工会と連携し

マッチングイベント等を企画・実行するなど積極的に協力企業選定についてサポート（発電事業コンソの一員として地域企業であるウェンティジャパンが参画していることが大きいと推察される）。
✓ 発電事業者として洋上風力発電事業のスムーズな立ち上がりには、地域企業の支援なしには成り立たないとの考えのもと、元請企業に対して、その考えを継続的に共有。
✓ 洋上風力発電事業は新しい分野ということもあり、特に運転・保守（Ｏ＆Ｍ）分野などでは、元請企業のみならず地域企業にもチャレンジいただくことが秋田県内企業への発注量の増大につながるものと考える。

発電事業者として、地域企業に新規事業の機会を活用いただくべく、情報提供に努める。
✓ 当事業は事前に策定された予算を前提とした取組み。共に事業成功を分かち合えるように地域企業からの積極的な提案を期待。

2023年3月1日 あきた洋上風力発電関連産業フォーラム

参加者
あきた洋上風力発電関連産業フォーラム会員企業・団体、過去に再エネ関
連産業マッチングフォーラムに参加した企業、県内風力発電設備の運営事業
者等 約170名

2023年3月10日 調査工事（測量）説明会（午前）

工事内容
設計用図面作成のために必要となる詳細情報取得のために現地で測量を 
実施するもの

参加者 (一社) 秋田県県土整備コンサルタンツ協会 会員企業（18社 32名）

2023年3月10日 調査工事（地質）説明会（午後）

工事内容
送電設備や変電設備の設計ために必要となる地盤情報取得のために実施
するもの（ボーリング調査）

参加者
(一社) 秋田県地質調査業協会 会員企業（14社 19名）
＊協会が窓口としてモデル見積取りまとめを実施

2023年3月29日 調査工事（試掘）説明会（午後）

工事内容
地中送電線の設計のため、地中に埋設されている他設備（水道・ガス・電気
等）の状況を実際に地面を掘って正確な位置を確認するもの

参加者 (一社) 秋田県建設業協会 会員企業（33社 49名）

2023年5月11日 秋田風作戦 全体会

参加者 秋田風作戦会員・団体 等 約250名（オンライン参加含む）

2023年11月8日 秋田風作戦 全体会（マッチングイベント開催の告知のみ）

参加者 秋田風作戦会員・団体 等 約300名（オンライン参加含む）

※場所は、秋田市内ホテル、
秋田県産業技術センター講堂など◆これまでのマッチング関連説明会 実施実績

陸上送変電設備工事

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

出所：秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社 2024年3月18⽇「秋田県由利本荘市沖（北側・南側）洋上風力発電事業 概要説明」
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②秋田県の取組み（1/4）

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

県内企業のあらゆる形での洋上風力関連事業参画を図るため、
発電事業者・(風車等)メーカーとのマッチングイベントを開催。

設立年月： 2015年5月 ※2020年度、傘下に「洋上風力発電メンテナンス研究会」立ち上げ

設立目的： 県内企業、大学、金融機関等産学官の連携・協働による、洋上風力発電の建設工事、部品製造、メンテナンス等に
 かかる技術向上や、受発注拡大、人材育成等に向けた情報交換や交流の場の創出及び関連産業の振興

会 員 ： 県内の風力発電関連企業や洋上風力発電関連産業に参入しようとする県内企業、学術研究機関、行政機関等

事業内容：（１）洋上風力発電に関する情報の共有化や事業参画、受注機会の拡大を図るための県内企業の連携促進に資する事業
 （２）県内企業と発電事業者・風車メーカーとのマッチング等による洋上風力発電関連産業の振興に資する事業
 （３）洋上風力発電関連産業における人材育成に資する事業
 （４）その他、フォーラムの目的を達成するために必要な事業

事 務 局 ： 秋田県産業労働部クリーンエネルギー産業振興課

地域企業の組織化

◆県内事業者育成のための総合的支援
・風力発電関連アドバイザー派遣
・事業資金等の融資
・関連部品製造に係る認証等取得、
メンテナンス技術者の養成研修への補助 等

◆洋上風力発電メンテナンス参入支援
・洋上風力発電メンテナンス研究会の開催
・船舶運航や水中設備点検に係る資格取得、
関連機器研究開発への補助

◆風力発電等関連産業参入支援事業（2021年～）
①人材育成支援

補助率1/2 上限50万円/人
②部品製造等支援（部品製造/関連機器開発）

補助率1/2 上限250万円/件
③人材確保等支援

補助率1/2 上限25万円/件

会員企業150社、商工団体等21団体
（2022年3月現在）

地域企業の関連産業への参入支援

◆幹事団体（全14団体）
秋田県商工会議所連合会
秋田県商工会連合会
秋田県中小企業団体中央会
秋田県電子工業振興協議会
秋田県機械金属工業会
秋田県建設業協会
秋田県電業協会
あきた企業活性化センター
秋田県信用保証協会
秋田大学・秋田県立大学
東北電力秋田支店
秋田銀行・北都銀行

マッチングイベント等の開催 (次世代)人材の育成・研究支援

発電事業
運営

関連部品
製造

建設工事

O＆M

＜マッチングのフロー＞
◆洋上風力関連人材育成プロジェクト（2016年～）
・メンテナンス人材育成プログラム策定（2016年）

・県内を実践フィールドとする人材育成システム構築（2017～19年）

・県内大学における実践(学生/社会人向け講座開設)（2020～）

◆県内工業系高校における電気主任
 技術者による出前講座
（2019年～）

◆秋田県立大学と発電事業者との連携協定締結（2020年3月）

大学側で、カリキュラムにおける新科目創設や連携企業技術者に
よる講義、現場見学、共同研究等の活動を行う

◆洋上風力発電関連施設の整備※参考3

・ビジターセンター AOW風みらい館(展示場)開設（2021年10月）

・風力トレーニングセンター 秋田塾開設（2022年12月）

・船員・作業員訓練施設 風と海の学校 あきた開設（2024年5月）

（県立男鹿海洋高等学校内 国内初の既存学校内設置）

◆県内中高生・保護者向け啓発資料の作成（2024年1月）

◆あきた洋上風力発電関連産業フォーラム
「ビジネスセミナー」
⇒ 出資による事業参画など

◆再エネ関連産業マッチングフォーラム
➢ 発電事業者とのマッチング
➢ 風車メーカーとのマッチング
➢ 関連部品サプライヤーとのマッチング
➢ 大手EPC(設計・調達・建設)企業

とのマッチング

◆「洋上風力発電メンテナンス研究会」に
よる県内企業の参入可能性領域の検討

（O&M企業SPCへの参画含む）

◆秋田風力発電関連企業ガイドブックの作成＊参考2

マッチングフォーラム

名刺交換会

「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の設立 ※入会金・年会費不要

出所：秋田県HP、 秋田県産業労働部 令和3年11月24⽇「秋田県における再生可能エネルギーの導入状況と産業戦略について」

＊参考1
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②秋田県の取組み（2/4） 

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

参考1）「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の位置づけ

洋上風力関連産業への県内企業参入に向け、定期的に開催している
分野毎のビジネスマッチング・イベント「再エネ関連産業マッチングフォーラム」の取組例

県内事業者の受注獲得や企業間連携を促進するため、2015年度から開催。
2019年度からは他分野からの新規参入を図るため地熱を含む再エネ関連産業に対象を拡張して実施。

県内企業の風車基礎部品、架台及び治具等の受注につながっている。

⚫秋田県は、「第2期秋田県新エネルギー産業戦略 (改訂版)」（2022年3月）において、洋上風力発電事業の導入拡大と産業集積拠点形成（重点プロジェクト
Ⅰ）及び県内企業の参入拡大促進（重点プロジェクトⅢ）を実施するためのプラットフォームとして、「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」を位置づけている。

出所：秋田県 令和4年3月「第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」

再エネ関連産業マッチングフォーラム 【基調講演、名刺交換会を実施】

2020年 2月4⽇（参加者数 100社/ 170名）

○⽇本初・洋上風力発電プロジェクトへの地元業者の取組（東光鉄工(株)）

2020年 10月13⽇（参加者数 県内企業 25社/ 34名）

○秋田港・能代港における洋上風力発電事業の進捗について（秋田洋上風力発電(株)）
○洋上風力のサプライチェーンについて（MHI Vestas Offshore Wind Japan）

2021年 3月9⽇（参加者数 51社/ 70名）

○洋上風力発電のサプライチェーン形成に向けて（一般社団法人⽇本風力発電協会）
○洋上風力発電建設工事における県内企業の受注拡大に向けて（鹿島建設(株)）

2021年 5月17⽇（参加者数 県内企業 28社/ 39名）

○秋田潟上ウインドファームにおける県内企業の活用事例（(株)ウェンティ・ジャパン）
○洋上風車の国内サプライチェーン構築に向けた東芝の取組（東芝エネルギーシステムズ(株)）

2022年 12月5⽇

○洋上風車電気関連のサプライチェーンについて（MHI ベスタス・ジャパン(株)）

2023年 2月27⽇

○洋上風車関連部品の紹介（GE Renewable Energy）

〈      〉
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②秋田県の取組み（3/4） 

参考2）「秋田風力発電関連企業ガイドブック」の作成

⚫ 県内の洋上風力発電導入拡大を、県内企業のビジネス機会創出の契機とするため、風車メーカーや発電事業者へ、製造及びO&M等に関する県内企業を紹介
するガイドブックを作成、公表。

＜ 掲載対象業種 ＞
⚫ 機械加工、鋳造、表面処理等の鉄鋼部品製造業
⚫ 電気・電子部品、配電盤・分電盤等の電気機器関連製造業
⚫ 電気・機械設備メンテナンス業（参入意向でも可）
⚫ 海洋・船舶関連メンテナンス業（参入意向でも可） ほか

▲秋田風力発電関連企業ガイドブック 2023 表紙

▲ガイドブック記載例

2022年11月9⽇～10⽇
秋田芸術劇場ミルハスで開催した 
Global Offshore Wind Summit
-Japan 2022 にてPR！

出所：秋田県産業労働部 令和6年1月25⽇「再生可能エネルギーによる発電事業を秋田の新たな産業に（洋上風力発電関連）」

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②秋田県の取組み（4/4） 

参考3）洋上風力発電関連施設の整備

出所：秋田県産業労働部 令和6年1月25⽇「再生可能エネルギーによる発電事業を秋田の新たな産業に（洋上風力発電関連）」

ビジターセンター AOW風みらい館

【コンテンツ】
・建設工事の映像
・使用されている資機材（実物含む）の展示
・発電所や周辺地域のジオラマ
・発電量や風車の大きさの例示
・能代科学技術高校写真部の生徒が撮影した現場写真も数枚展示 等

ガイドブック記載例

男鹿海洋高校 船員・作業員訓練施設 風と海の学校 あきた

風力トレーニングセンター 秋田塾
2021年10月

出所：「風と海の学校 あきた」Webサイト

出所：有限会社ガーラ・アマノ Webサイト

▼シーサバイバル訓練施設＆操船シミュレータ

地域住民等に洋上風力発電事業を理解してもらうことを
目的に、秋田洋上風力発電株式会社(AOW) が開設。
小中学生等の学習の場にもなっている。
広さ約500㎡、入場無料

2022年12月

2024年4月

風力発電設備メンテナンス技術者を育成することを
目的に、東北電力株式会社・東北電力リニューア
ブルエナジー・サービス株式会社が、秋田火力発電
所構内に開設。

運営：秋田オフショアトレーニング
センター株式会社

（日本郵船＆⽇本海洋事業(株)が設立）

※2023年8月
「能代塾」開設

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

画像出所：東北電力リニューアブルエナジー・サービス株式会社
2022年12月26⽇プレスリリース別紙：東北電力RENES

「風力トレーニングセンター秋田塾」の完成について

出所：風と海の学校あきたHP
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けた、秋田県内プレーヤー関係者のイメージ図

出所：株式会社⽇本政策投資銀行 2022年11月「秋田県沖洋上風力開発を起点とする産業クラスターに係る調査」

洋上

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

参考）SPC（発電事業者＝三菱商事グループ）の、国内・地域サプライチェーン構築に向けた取組み

出所：三菱商事グループ 2022年3月22⽇「洋上風力発電事業の取組みと地域創生～“つぎ”を創る～」

⚫ 洋上風力機器メーカー及び海洋工事業者等戦略的提携先と共に、グローバル競争で勝ち抜ける国内・地域サプライチェーンを構築していく。

⚫ 地元企業・地元港湾・地元金融機関等を活用、地域への経済波及効果の最大化に取組む。

（県庁・市・商工会議所等との協議を進めながら、地元企業活用に向けたマッチングイベント*の開催など、各種施策を実施）

※三菱商事グループは、秋田県沖2海域（能代市、
 三種町及び男鹿市沖，由利本荘市沖）の他、
 千葉県銚子市沖においても事業主体となっている．

＊

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

参考）秋田県沖（「能代市、三種町及び男鹿市沖」・「由利本荘市沖」）洋上風力発電事業への県内企業参入状況

出所：株式会社⽇本政策投資銀行 2022年11月「秋田県沖洋上風力開発を起点とする産業クラスターに係る調査」

「RED STAR2号」を新造し、訓練等で稼働させている。

⚫ 秋田県沖洋上風力発電事業は、下表の通り、数多くの企業が参入を図っている。
⚫ 県内企業の参入分野はO＆Mが大半を占めるが、TDKをはじめ、風車製造分野への参入の動きも散見される。 ※下線太字：県内企業

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

参考）能代観光協会造成による「秋田風力発電視察モデルプラン」

出所：NPO法人能代観光協会「秋田風力発電視察モデルプラン2024」チラシ（NPO法人能代観光協会HP）

2. 洋上風力先進地調査  （1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

⚫ 洋上風力発電所は観光資源として活用することができ、観光業の発展に寄与できると考えられる。

⚫ NPO法人能代観光協会は視察プランを企画し、能代港からの眺望や市内にある蓄電池施設、陸上の風車などの見学に加え、観光列車への乗車プランや世界自然
遺産・白神山地の観光プラン等を用意している。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

千葉県銚子市沖の洋上風力発電事業

出所：千葉県 県土整備部港湾課「事前評価 名洗港整備事業」 令和4年11月18⽇

千葉県銚子市沖

建設を担う
基地港湾

保守・運用を担う
メンテナンス港湾

南沖合2～10kmの海域
約4,000haのエリア

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」、 ウインドジャーナル 2023年8月18⽇「【動き出した第1ラウンド事業②】 千葉県銚子市沖 1本の風車が夢をつなぐ」

⚫ 「11年連続水揚げ量⽇本一」を達成した漁業のまち千葉県銚子市にて、2028年の運転開始を目指し、三菱商事を中心とした企業連合が首都圏で唯一の洋上
風力発電事業を進行中。

⚫ 銚子市沖合で進む洋上風力発電事業は、漁業をはじめとする「地域との共生」に重点が置かれている点で、海外でも類を見ない洋上風力事業の先駆けになろうとして
 いる。洋上風力は「地域活性化の起爆剤」としても期待されており、「再エネの街・銚子」としてさらなる活性化につなげていく考え。

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

千葉県銚子沖洋上風力発電事業の概要

⚫ 標準的な家庭の約28万世帯分の年間使用電力量をまかなえる規模で計画されている洋上風力発電事業は、2025年から送電線などの陸上工事、2027年から
 洋上工事に着工し、2028年9月の運転開始を目指す。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市



21

洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

参考）洋上風力発電 第1ラウンド案件概要

⚫ 銚子市沖における洋上風力発電事業主体は三菱商事中心のコンソーシアムで、秋田県能代市・三種町・男鹿市沖、由利本荘市沖と同様の体制となっている。

出所：三菱商事グループ 2022年3月22⽇「洋上風力発電事業の取組みと地域創生～“つぎ”を創る～」

千葉銚子オフショアウィンド合同会社

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市

秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド合同会社 秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

発電事業会社（SPC＝千葉銚子オフショアウィンド合同会社）の取組み

⚫ 漁業に対する「持続可能な支援体制の構築」、漁業以外の産業領域に対する「地域産業の振興・雇用の創出」、産業領域以外に対する「住民生活の支援」の三本
柱で、具体的な地域共生策を検討、積極的に地域に関わる方針を表明。

⚫ 地域全体に裨益するような施策が実施できるよう、国・自治体の助成制度や、グループ企業、協力企業のリソースを最大限活用。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

発電事業会社（SPC＝千葉銚子オフショアウィンド合同会社）の取組み 事例①：新たな漁場のデザインに向けて

⚫ 漁業との共存共栄策として、漁業者が促進区域内外にて計画する新たな漁場創造に一丸となって取組む。

⚫ 漁場実態調査、藻場造成・魚礁設置等の企画・施行等の中核拠点となる「漁業共生センター」に対し、事業者から一部調査の委託を行う等、洋上風力事業との
 連携を開始。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

発電事業会社（SPC＝千葉銚子オフショアウィンド合同会社）の取組み 事例②：メンテナンス事業の現地化/ C-COWS成長支援

⚫ 銚子市漁協、銚子商工会議所、銚子市が立ち上げたC-COWS (銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社) と連携し、新たな産業として地域に洋上風力
発電事業のメンテナンス事業（O＆M）創出を目指す。

⚫ 公募開始以前より関係者から聴取してきたニーズを踏まえ、独自プログラムを実施する体制を整えており、C-COWS成長の全面的な支援に向けて、協力企業を巻き
込んだ議論を開始している。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

発電事業会社（SPC＝千葉銚子オフショアウィンド合同会社）の取組み 事例③：サプライチェーン構築に向けた取組み

⚫ 地元自治体や元請企業と連携し、1社でも多くの地元企業を活用したサプライチェーンの構築を目指す。

⚫ 地元商工関係者との協議や、地元企業参入促進のための説明会を開催。2022年5月に実施したサプライヤー向け事業説明会には県内175の企業や団体が参加。

⚫ 地元企業向けの分野別商談会の実施に向け、地元自治体や元請企業との協議を隔週ペースで行っており、施工スケジュールに合わせた施策の準備を進めていく。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子市沖洋上風力発電事業 概要説明」

2021年4月23⽇

2022年4月4⽇

2022年6月13⽇

2021年12月24⽇

2022年5月18⽇

2022年10月25⽇

SPC

発電

※秋田の2海域の洋上風力発電事業（能代市・三種町・男鹿市沖/能代・三種・男鹿
オフショアウィンド合同会社、 由利本荘市沖/秋田由利本荘オフショアウィンド合同会社）
と同様の方針

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

発電事業者（SPC＝千葉銚子オフショアウィンド合同会社）の取組み 事例④：地域のリーダー育成支援

⚫ 三菱商事は、少しでも多くの地域企業が関われるよう分野別にマッチングイベントなどを実施し、地元と連携したサプライチェーンの構築を目指す。
⚫ 洋上風力のメンテナンス事業を地域に根付かせること、さらに、総合商社ならではの多種多様な業界との関わりを活用し、食品や観光といった洋上風力と一見関係の
 ない分野においても地域の活性化に貢献することを目指す。
⚫ 地域を牽引していく「人」の存在が最重要との考えのもと、洋上風力事業における協力企業キリンホールディングスが出資している、地域プロデュースを生業としリーダー
 育成プログラムも展開しているInter Local Partners社の紹介を受け、「銚子ローカルリーダーズスクール」としてビジネススクールを開催。

出所：朝⽇新聞WebメディアGLOBE＋ 2022年12月16⽇「洋上風力と『オール銚子』の力で、未来を変えていく」

若手起業家たちが生まれる
▼1期生の2人

クラフトビールのブランド「銚子ビール」を立上げ
イギリスの国際ビールコンテストで金賞を受賞

「銚子ビールで働きたい」との問合せ増

参加者 (1期生約20名) 
に大好評

「継続してほしい」「漁業関係者
向けにも開催してほしい」

などの声が集まる

消費者に野菜を直販する仕組みづくり、
「農業体験」、特産のキャベツの規格外
品を使った商品開発

三菱商事グループである
ローソンの銚子市内の
一部店舗で販売中の
「アフロきゃべつ餃子」

株式会社インターローカルパートナーズ

（本社：長崎県対馬市

 東京オフィス：東京都港区）

 設立：2019年2月

地域再生事業や地域プロデュース

事業など、地域に必要とされる新し

い地域ビジネス・起業家、地域の

担い手を支援する事業を展開。

地域プロデューサーの育成や、ロー

カルビジネスを継続するための地域

に根ざした仕組み作りを行う。

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市

画像出所：インターローカルパートナーズFacebook
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①「銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社 (通称C-COWS)」

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市

※秋田県能代市・三種町・
 男鹿市沖と同じ座組

◆発電事業の稼働（2028年予定/ 2025年～建設工事開始）に照準を合わせ、2024年8月現在は、
 「メンテナンス事業」「視察受入事業」の2本柱で活動。

銚子市沖における洋上風力発電事業実施体制

〈
建
設
期
間
〉

〈
運
転
期
間
〉

洋上風力発電事業者(SPC)の「千葉銚子オフショアウィンド」は、運転保守において、「銚子
協同事業オフショアウインドサービス(C-COWS)」との連携を念頭においた体制整備を検討。

出所：千葉銚子オフショアウィンド合同会社 2022年11月21⽇「千葉県銚子沖洋上風力発電事業 概要説明」、C-COWS HPなど2020年9月設立

連携

洋上風力発電機の
メンテナンスを担う
企業として設立

＜事業内容＞
（１）風力発電施設の保守及び管理に関する事業
（２）風力発電施設の建設及び建設準備に関する事業
（３）風力発電施設の周辺環境の調査及び視察等に関する事業
（４）前各号に附帯又は関連する一切の事業

C-COWS（Choshi-Cooperative business Offshore Wind Service Co.）の主な取組み

風力発電機のメンテナンスを通じ、地元雇用の創出等、漁業との共存・共生、洋上風力発電の
利益を地域全体に広く還元し、発電事業者と共に地域社会を活性化していくことを使命とする。

メンテナンス事業 視察受入事業

2022年4月
設立

2022年4月
設立

代表取締役：漁協 代表理事組合長
取締役 ：漁協 副組合長理事
取締役 ：銚子商工会議所 会頭
取締役 ：銚子市地域おこし協力隊
監査役 ：銚子市長

⚫ 出資者の三者が連携し、市内企業を積極的に
活用していく

⚫ 関係団体と連携し、人材養成のためのカリキュラム
やトレーニングセンターの設置などを通じて、銚子発
のメンテナンス人材の育成にも取り組んでいく

※数字は出資率

60%
30%

10%

＜目指すメンテナンスの範囲＞

BOP（Balance of Plant）
風車以外の発電設備調達・建設工事

風車

2021年10月
銚子市沖洋上風力

視察受け入れ協議会
設立

＜基本コース＞
地球の丸く見える丘展望館

↓
関係団体との意見交換

↓
銚子観光
 ・犬吠テラステラス
 （地域情報発信施設）
 ・ウオッセ21(海の幸の総合センター)
 ・銚子セレクト市場

＊基本料金：税込3,000円/人

⚫ 企業や行政からの視察、修学旅行を含む教育
旅行などに対し、案内する

⚫ 視察プラン企画から予約手続き代行、送迎バス
の運行まで、(一社)銚子市観光協会とともに
トータルでサポート
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社（C-COWS）の取組み

＜第1回＞

対 象：銚子商業高校
  1学年全生徒・3学年海洋科

講 師：銚子市、銚子市漁業協同組合、
  三菱商事洋上風力(株)

テーマ：「銚子市と風力発電と漁業について」

＜第2回＞

対 象：千葉県高等学校教育研究会 水産部会

講 師：銚子市、銚子市漁業協同組合、
C-COWS

テーマ：「銚子市と風力発電のかかわり」

＜第3回＞

対 象：銚子商業高校 1学年全生徒・3学年海洋科

講 師：⽇本郵船(株)

テーマ：「洋上風力事業の紹介と進路選択について」

⚫ 地元高校生と教員に対して、風力発電に関する“出前授業”を実施。

出所：銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社HP「お知らせ」    

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

参考）C-COWS及び関連会社の概要

出所：銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社HP、
 銚子市HP「銚子市沖洋上風力発電事業に関するメンテナンス会社の共同設立について」 2022年4月1⽇

銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社（通称C-COWS）

設立年月⽇ 2020年9月16⽇

出資構成
銚子市漁業協同組合60%、 銚子商工会議所30%、
銚子市10%

資本金 5,000,000円

機関構成

取締役4名
・銚子市漁協・代表理事組合長
・銚子市漁協・副組合長理事
・銚子商工会議所・会頭
・銚子市地域おこし協力隊

監査役1名
・銚子市長

代表者 代表取締役 坂本雅信（銚子市漁協・代表理事組合長）

事業目的・概要

・洋上風力施設の運転管理
・洋上風力発電メンテナンス業務
・視察受入協議会
漁協、商工会議所、市のオール銚子体制により、洋上風力発電事業
者との連携の下、洋上風力発電の運転管理やメンテナンス業務、視察
受入業務に地元主導で取組むことで、地元雇用の創出、漁業との共存
共生、洋上風力発電事業利益の地元還元等、洋上風力発電産業の
経済波及効果を地元に還元させていく。
※2021年10月には、C-COWSが中心となり、「銚子市沖洋上風力
視察受入協議会」（市内観光事業者や宿泊事業者、旅行事業者、
交通事業者等等から構成）を設立。

ホームページ https://www.c-cows.co.jp/

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

C-COWS 各出資者の取組み 「銚子市」（1/2）

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市

⚫ 銚子市は発起人の一人として、洋上風力発電の開発計画を進める自治体同士が情報共有し漁業との共生、地域の雇用・経済発展を目的とする協議会を設立
（全国洋上風力発電市町村連絡協議会）。  市町村レベルでの自治体連携は全国初で、初代会長は秋田県能代市長。銚子市長は副会長。
⚫ 洋上風力事業をきっかけに、市はSPCの代表企業である三菱商事と、EX及びDXの一体推進による地域創生の実現に向け連携協定を締結。

取組概要

2013年 1月 NEDOと東京電力が共同で、実証実験を開始

2017年 4月 銚子市企画課内に洋上風力推進室を新設

2018年 6月 地域新電力「銚子電力株式会社」を設立

2019年 3月 銚子市総合計画（2019年度～2028年度）を策定

2021年 2月 2050年を目標年次とする「ゼロカーボンシティ」を表明

2022年 4月 令和4年度第1回銚子市沖洋上風力発電事業市民説明会を開催

7月 6市2町（秋田県能代市、由利本荘市、男鹿市、八峰町、三種町、
千葉県銚子市、旭市、長崎県五島市）を発起人とした
「全国洋上風力発電市町村連絡協議会」を設立

2023年 3月 「銚子市ゼロカーボンビジョン」策定

6月 ・「銚子市と三菱商事株式会社との地域創生に関する連携協定」の締結
・「銚子市、銚子商工会議所及び三菱食品株式会社の3者による
銚子市の『食』を通じた地域活性化に関する連携協定」の締結

銚子市と三菱商事株式会社は、EX(エネルギー・トランスフォーメーション) 及びDX(デジタル・
トランスフォーメーション)の一体推進による地域創生に関し、相互に連携を強化することに
ついての連携協定を締結。

【銚子市しごと・ひと・まち創生総合戦略】
“自然（再生可能）エネルギー産業の誘致促進”

【 銚子市総合計画 】
“自然（再生可能）エネルギーの活用促進”

目指すべき10年後の姿

大規模洋上風力発電施設の運転開始と再生可能エネルギーの
地産地消を目的とした地域新電力事業の普及が実現したまち

第1回銚子市沖洋上風力発電事業市民説明会

2021年12月に発電事業者が選定されたことから、洋上風力発電事業
への理解を深めていただくため、翌2022年4月（千葉銚子オフショアウィンド
合同会社 設立年月）に市民説明会を開催し、約120名が参加。
発電事業者から銚子市沖洋上風力発電事業をはじめ、地域への共生
策等の説明が行われ、参加者からは、洋上風力発電が行われることへの
期待の声や、国の名勝・天然記念物でもある「屏風ヶ浦」への景観に
配慮してほしいとの意見があった。

全国洋上風力発電市町村連絡協議会

洋上風力発電の導入に関する調査研究、情報共有、情報交換
や、関係機関への要望・提言、漁業共生策、漁業振興策に関す
る調査を行うことにより、会員相互の交流と、安全・安心なエネル
ギーを導入するために必要な事業を展開することを目的として設立。
2022年11月 秋田県能代市において、⽇本初となる大規模
 洋上ウインドファームの視察研修会を実施
2023年7月 長崎県五島市において、総会及び浮体式
 洋上風力発電の視察研修

2024年4月1⽇現在、9道県21市町が協議会に加入

都道府県 市町村

北海道 石狩市

青森県 つがる市、鰺ヶ沢町、深浦町

秋田県
秋田市、能代市、男鹿市、由利
本荘市、潟上市、三種町、八峰町

山形県 遊佐町

茨城県 鹿嶋市、神栖市

千葉県 銚子市、旭市、九十九里町

新潟県 村上市、胎内市

福岡県 北九州市

長崎県 五島市 ※青字＝発起人
出所：銚子市HPの情報を基に創造開発研究所作成
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C-COWS 各出資者の取組み 「銚子市」（2/2）

⚫ 洋上風力発電導入に向けた留意事項として、事業を通じた地元との共存共栄・漁業との共生・文化財の保護により、銚子創生につなげるよう、第2回法定協議会に
 おいて意見を提出。

出所：銚子市 令和2年1月31⽇「銚子市沖における協議会（第2回）意見概要」（再エネ海域利用法に基づく法定協議会第2回 資料7 銚子市資料）

2. 洋上風力先進地調査  （2）千葉県銚子市
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長崎県五島市沖の洋上風力発電事業

出所：五島フローティングウィンドファーム合同会社 2024年7月31⽇「長崎県五島市沖洋上風力発電事業漁業影響調査について」、 haenkaze.com（浮体式洋上風力発電施設「はえんかぜ」）

⚫ 五島市、戸田建設、地元漁協組合等の協力により、2010年からの環境省の実証事業を経て、2016年3月より、⽇本初となる商用施設の稼働が実現。

⚫ 現在は、2026年1月の洋上風力発電所の稼働を目指し、風車8基の建設が進む。
（※浮体の一部に生じた不具合に伴う工事の遅延により、2024年の運転開始時期が2年延期となった）

移設

風車設置：崎山沖合約5km

環境省実証事業

2026年1月稼働予定
五島市沖

洋上風力発電事業

正確な風車配置図

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市
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長崎県五島市沖洋上風力発電事業の概要・実施体制

出所：五島フローティングウィンドファーム合同会社 2024年7月31⽇「長崎県五島市沖洋上風力発電事業漁業影響調査について」

⚫ 発電事業者は、戸田建設株式会社を代表とする6つの企業からなる、五島フローティングウィンドファーム合同会社（2021年10月設立）。

◇事業概要 ◇実施体制

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市
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五島市における洋上風力（海洋再生可能エネルギー）の取組経緯

⚫ 実証事業→実用・商用化で信頼と実績を重ね、戸田建設の積極的な地域への関わり、地元貢献・思いやりの姿勢により、洋上風力発電事業は成功裏に進んだ。

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

年・月 国 五島市 民 間

2010年～
2015年

環境省実証事業

2010年

五島市（椛島沖）を浮体式洋上風力発電の
実証実験地に選定

（東⽇本大震災⇒再エネ普及促進の機運向上）

・水産業の振興と新産業創出による新たな雇用や地域
 活性化が期待できることから、市として支援・協力を決定
・試験機設置予定海域の利用者である漁業者を含めた
地区住民の理解を得ることから始めた

・戸田建設(株)は、椛島地区にある古民家を改修して浮体式洋上風力発電の映像や模型を展示
する見学センター「Kaba Café（カバカフェ)」を開設するなど、地域住民とコミュニケーションを図りな
がら地域に溶け込んでいった

・小規模試験機の設置工事では、地元の漁船を警戒船として傭船するなどの配慮をした

2012年 6月 100kW小規模試験機設置・運転

2013年10月
2,000kW浮体式による商用規模の実証機
設置・運転

2014年
各種協議会設立

1月
五島市再生可能エネルギー推進協議会設置
再生可能エネルギーの先進地域となり、地域産業の育成
及び雇用創出を図ることを目的とする。

3月
NPO法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会設立（長崎県下 企業が主体)
海洋再生可能エネルギーを軸とする新たな海洋産業への県内企業の参入促進・産学官連携による
拠点形成を図ることを目的とする。24年11月開所の⽇本財団洋上風力人材育成センターを運営。

2015年
産業育成研究会

6月 （実証事業終了）
五島市再生可能エネルギー産業育成研究会設立（事務局：福江商工会議所）
五島市内の商工業者を中心に、再生可能エネルギーの関連ビジネス創出を目指すことを目的に発足。
戸田建設に働きかけ、島内に洋上風力発電関連製造拠点を誘致するほか継続的に勉強会を実施。

2016年
国内初の洋上風力
発電実用化

3月
（4月～
電力小売り完全自由化）

日本初の商用化、崎山沖2MW浮体式洋上風力発電所稼働開始
実証事業終了後に撤去・廃棄予定であった洋上風車が市に譲渡（所有）され、戸田建設100%
子会社の五島フローティングウィンドパワー合同会社が運転・維持管理を行う。

2018年
地域新電力設立

5月

五島市民電力株式会社設立（事務局：福江商工会議所）
商工会議所が音頭を取り（発起人：五島市再生可能エネルギー産業育成研究会）、有志52社
が出資、電力と資金の地域内循環、地域課題の解決、地産地消による新たな産業と雇用の創出を
目的とする。

2019年
促進区域指定

12月
崎山沖海域が国内初の促進区域指定
翌2020年6月、発電事業者の公募開始

2020年
浮体式洋上風力
事業推進協会設立

4月
一般社団法人オフショアウィンドファーム事業推進協会設立（通称FLOWERS）
戸田建設がENEOSや大阪ガス、INPEXなどと共同で、浮体式洋上風力発電事業の普及促進、
関連技術の発展及び次世代への承継を支援することを目的として活動。

2021年
発電事業者決定
⇒合同会社設立

6月
戸田建設を代表とする6者で構成するコンソーシアム
を発電事業者として選定

10月 五島フローティングウィンドファーム合同会社設立

2015年に実証機を市内の経済拠点である福江島に近い海域(崎山沖)へ移設。
風車を残したことで、浮体式洋上風力発電事業が継続され、漁業者や市民に対し

機運醸成を図ることができた。また国内の大学、研究者、自治体などから数多くの視察
があり、交流人口の拡大に繋がっていることから、この1基の継続運転による

大きな効果が確認されている。

地元の企業や社会福祉法人が太陽光発電所の電気を提供し、
市内の企業や農協が営業で協力する“オール五島”体制で運営。

出資企業は配当を受け取らず、利益を地域に還元。スポーツや文化活動での
子ども達の遠征費を支援するほか、農業振興にも役立てている。

出所：一般社団法人東京水産振興会 水産振興ONLINE 2021年10月「洋上風力発電の動向が気になっている 第9回 五島沖における洋上風力発電事業の取組 野口市太郎 長崎県五島市長」
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①五島市再生可能エネルギー推進協議会

⚫ 「五島市再生可能エネルギー基本構想」に基づく再生可能エネルギー導入の具体的な取組みを進め、地域産業の育成及び雇用創出に寄与することを目的に、
2014年1月、市に設置。 産業界15団体、学校3団体、官公庁7団体、市民5団体の ‘産学官民’ で組織。 

⚫ 翌2015年6月には、市内商工業者を中心に、再生可能エネルギー施設の誘致や、それに伴う建設・メンテナンス等関連ビジネスの創出を目指す、五島市再生可能
エネルギー産業育成研究会が設立された（事務局：福江商工会議所）。

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

2015年9月発足
産

市

協議会発足当時。
最新（2025年1月時点）では、
「浮体式洋上風力発電実用化部会」
「農林漁業エネルギー活用部会」
「潮流発電実証事業支援部会」の3部会。

✓風車支柱浮体部の製造、組立
✓ メンテナンス参入
✓ エコツーリズム造成

協議会に設けられた浮体式洋上風力
発電実用化部会の中のワーキンググループ
等の1つ、「再生可能エネルギー産業育成」
が、「五島市再生可能エネルギー産業育成
研究会」と連携し、地域企業の再エネ産業

参入を目指す。

出所：長崎県五島市 2016年1月31⽇
「地域・漁業振興について」
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洋上風力の地場産業化に向けた各組織の関係

出所：五島市再生可能エネルギー推進協議会 平成31年3月「平成30年度 農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業 事業報告書」

⚫ 市による「五島市再生可能エネルギー推進協議会」、産業界による「五島市再生可能エネルギー産業育成研究会 (以降、産業研究会)」という両活動を基に、
地元産の再エネを最大限に地域で活用してその恩恵を市民や地域企業が広く実感するには小売電気事業が欠かせないという思いから、産業研究会が発起人となり

 「五島市民電力」を設立、出資者が全て市内事業者という“オール五島”体制で運営。 出資企業は配当を受け取らず、利益を地域に還元している。

⚫ 産業研究会、市民電力、長崎海洋産業クラスター形成推進協議会全てに携わる(有)イー・ウィンドが、市内企業のO&Mへの新規参入を支援する中心的存在。

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

2014年度～

五島市再生可能エネルギー
推進協議会

2018年5月 地域新電力設立

五島市民電力株式会社（事務局：福江商工会議所/
会長：商工会議所会頭 (株式会社神田商会 代表取締役会長 ガソリンスタンド経営)
代表取締役社長：産業育成研究会 副会長、 有限会社イー・ウィンド 代表取締役 ）
＜事業目的＞
○再生可能エネルギーによる恩恵を地域企業や市民が広く実感できる地域社会の創造
○地域で生み出された電力と資金の地域内循環、地産地消による新たな産業と雇用の創出

2021年10月設立
発電事業者：五島フローティングウィンドファーム合同会社

戸田建設/ ENEOSリニューアブル・エナジー/ 大阪ガス/ INPEX/ 関西電力/ 中部電力

出
資

2015年度～

五島市再生可能エネルギー
産業育成研究会
（事務局：福江商工会議所）

2014年3月

2020年10月開講 長崎海洋アカデミー
海洋エネルギーに関するアジア初の人材育成機関
（長崎大学文教キャンパス内）

2024年11月開所 日本財団洋上風力人材育成センター
洋上風力技能者を年間1,000人規模で育成する、国内最大のセンター

福江商工会議所

支援

連携協定締結

講師

海洋関連産業の拠点形成による新たな雇用創出

市 産

2016年度～2018年度 農林水産省
「農山漁村再生可能エネルギー地産地消型

構想支援事業」等を活用して地域新電力設立
五島で生み出された再エネ電気を市内公共施設や農林水産

業関連施設等に供給し、電力料金の低廉化や農産物や
水産加工品などのブランド化を図るとともに、小売電力事業で
得られた利益を農林漁業者や地域の課題解決に投じる。

2021年、
「五島版RE100」を始動

2020年4月設立 一般社団法人オフショアウィンドファーム事業推進協会（通称FLOWERS）
戸田建設がENEOS、大阪ガス、INPEXなどと共に結成

浮体式洋上風力発電の普及促進、関連技術の発展及び次世代への承継支援

発起人

五
島
市

五
島
風
力
発
電(

株)

出
資

運営

行政も民間も
再エネで五島を活性
化しようという共通の
目的と目標があった
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参考）各組織の概要

出所：五島市再生可能エネルギー推進協議会 平成31年3月「平成30年度 農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業 事業報告書」、 各HP等を元に創研が作成

⚫ 産業研究会、五島市民電力の会長は、商工会議所の会頭で、石油販売・ガソリンスタンド経営の「神田商会」の社長(現会長)をしており、化石燃料から再エネに
移行していく将来に対し強い危機意識を持っていたことから、新たなビジネスを創出していくことを積極的に推進。

⚫ 産業研究会のリーダーシップと、「地元でできることは地元で」との考えにより、浮体に用いるコンクリートの製造や風力発電設備のメンテナンスなどを市内の企業が担うこと
になり、雇用効果が図られ、2016年時、再エネ関連の地域企業は4社・従業員39人だったところが、発電所の建造が始まった2022年は9社・95人に増加。

名称 五島市再生可能エネルギー推進協議会

事務局 五島市

設立 2014年1月

目的
「五島市再生可能エネルギー基本構想」に基づく、浮体式洋上風力発電など
の再生可能エネルギー導入の具体的な取組を進め、地域産業の育成及び
雇用創出に寄与する。

構成員：
産学官民
で構成
(順不同)

五島市 五島森林組合

五島市議会 五島ふくえ漁業協同組合

五島市町内会連合会 奈留町漁業協同組合

福江地区婦人会 五島漁業協同組合

福江青年会議所 福江商工会議所

長崎県産業労働部 五島市商工会

長崎県水産部 一般社団法人 五島市観光協会

長崎県五島振興局 富江町観光協会

五島海上保安署 戸田建設株式会社

環境省九州地方環境事務所
五島自然保護官事務所

エコ・パワー株式会社

長崎総合科学大学 九電工新エネルギー株式会社

九州大学 五島風力発電株式会社

長崎大学 九州電力株式会社 五島営業所

ごとう農業協同組合 株式会社九電工

名称 五島市再生可能エネルギー産業育成研究会

事務局
福江商工会議所/ 会長：商工会議所会頭
副会長：五島市民電力代表取締役社長、有限会社イー・ウィンド代表取締役

設立 2015年6月

目的
五島市内の商工業者が中心となって立ち上げ。
再生可能エネルギー施設の誘致や、それに伴う建設やメンテナンス等関連ビジネスの創出を目指す。

主な取組
○関連産業参入に向けた勉強会

⇒風車のメンテナンスや建設に、いかに地域企業を使ってもらうかについて等
○先進地視察

構成員 19の市内企業及び団体（市内商工会会員）

名称 五島市民電力株式会社

発起人 五島市再生可能エネルギー産業育成研究会

設立 2018年5月（平成30年 五島市雇用機会拡充事業活用）

事業目的
○再生可能エネルギーによる恩恵を地域企業や市民が広く実感できる地域社会の創造
○地域で生み出された電力と資金の地域内循環、地産地消による新たな産業と雇用の創出

代表者
代表取締役会長 清瀧 誠司（福江商工会議所会頭、 神田商会株式会社 代表取締役）
代表取締役社長 橋本 武敏（産業育成研究会副会長、 有限会社イー・ウィンド代表取締役）

資本金 1,000万円（2018年12月時点）

出資者

神田商会株式会社、有限会社イー・ウィンド
有限会社有川喜石材店、ごとう農業協同組合、五島風力発電株式会社(五島市51％出資)
福江商工会議所、福江信用組合、スナックtomo、フラワーショップMiyamoto
有限会社もり塗装工業、一般社団法人離島エネルギー研究所 等52の企業・団体・個人有志

出所：NPO法人グリーンズ WEBマガジンgreenz.jp「再生可能エネルギーは、自然豊かな離島の財産。電気の売買を通じて、島の未来と経済をつくる『五島市民電力』」 2023年1月19⽇
出所：ニュースイッチ by ⽇刊工業新聞社「浮体式洋上風力で雇用約100人…人口減少の離島で起きた〝再生エネ経済革命〟の実態」 2023年11月20⽇

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市
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参考）洋上風力発電事業による五島市の産業創出及び既存産業への波及効果等について

出所：環境省 地球環境局 地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室「離島への浮体式洋上風力発電導入検討の手引」 発行 令和6年6月
出所：山形県遊佐町議会 総務厚生常任委員会「令和元年度 行政視察報告書」

⚫ 「再エネ関連企業（浮体式洋上風力以外の潮流発電等も含む）の企業数及び従業員数は、2016年から2022年までの6年間で2倍以上にまで成長。

⚫ 五島市において、集合型の浮体式洋上風力発電施設を導入する場合の経済波及効果を試算したところ、市内企業が受注に関わる割合は、建設段階では、
 浮体式洋上風力発電の製造ヤードの造成は6割以上、浮体の製作では最大3割程度、O＆Mの段階では最大8割程度と予想された。

◇雇用創出の効果

風車のメンテナンス関連などの雇用が創出され、かつ発電事業が終了するまでの期間、

雇用が継続される。

○雇用者･関連企業数

2016年度： 4社 39名

2022年度： 9社 95名

○経済波及効果（見込）

金額： 約41億円

雇用： 360人

◇税収の確保

発電施設に係る固定資産税（償却資産）や事業法人税等の税収が

長期間確保され、行政側としては安定した財源の確保につながる。

○税収

約18億円/ 20年間の税収を見込む

再生可能エネルギー関連企業の従業員数（五島市内）

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市
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五島市再生可能エネルギー推進協議会・五島市再生可能エネルギー産業育成研究会の取組み

出所：国土交通省「地方航空路線活性化プラットフォーム」 https://www.mlit.go.jp/koku/chihokoku/platform/01/gaiyou.html 、 長崎県五島市 総務企画部未来創造課「五島市ゼロカーボンシティ計画」

⚫ 産業研究会では、風車のメンテナンスや建設に、いかに地元の企業を使ってもらうかについての勉強会を継続的に実施。実際、風車土台のコンクリート部分の造成に
ついては地域企業が工事を請け負うことになったが、再エネについて勉強していくうちに、「販売」もやる必要性を感じ、地域新電力の設立につながった。

⚫ 「平成30年度 五島福江=福岡路線の需要喚起・利用促進に向けた実証調査事業・経済交流による需要創出」(国土交通省 平成29年度～令和元年度実施
実証調査「地方航空路線活性化プラットフォーム」)において、産業研究会が、五島海洋エネルギーの視察ツアーを造成。

⚫ ツアーPR及び申込窓口として福江商工会議所内にHPを開設し、五島市観光協会がサイト管理・運営者となってツアーを実施する仕組みを構築し、視察を受入れ。
 2013年度から2023年度までの10年間に、956団体・1万821名が浮体式洋上風力発電の視察に訪れた。

⚫ 洋上風力の事業や将来の展望を小中学生にわかりやすく伝えるプログラムや、高校生向けの課外授業も実施。

※Ｈ26、27が多いのは、2MWの実証機が設置されたことによる。

年度別視察人数 ＊年平均 約901名（市外分のみ＝814名）

一般社団法人五島市観光協会Webサイト
（2024年11月閲覧）

▲福江商工会議所 
「五島海洋エネルギーツアー」チラシ

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②NPO法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会

⚫ 長崎県の産業界有志が企業に風力発電のメンテナンスへの新規参入を働きかけ設立。 (有)イー・ウィンドが指導的な立場で新規参入者に対して研修を行い、
浮体式洋上風力発電を含む風力発電のメンテナンス事業による地元の雇用と新たな産業クラスター形成に寄与。

⚫ (有)イー・ウィンドは、島内の企業とネットワークを構築し、風力発電のメンテナンスチーム「長崎ウィンドサービスグループ」を2018年に設立。 

名称 NPO法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会

発起人
協和機電ホールディングス株式会社 代表取締役会長 坂井 俊之
地元産業界が主体となり、長崎県初の海洋産業クラスター形成推進機関として発足

設立 2014年3月（同年10月に、任意団体からNPO法人へ移行）

活動目的
海洋再生可能エネルギーを軸とする海洋関連産業分野への県内企業の参入促進及び、
産学官連携のもと海洋関連産業の拠点形成による新たな雇用創出。

活動内容

(1) 研修会・講習会等の開催に関する事業
(2) 情報の収集及び提供に関する事業
(3) 調査・研究に関する事業
(4) 海洋エネルギー実証フィールドに関する事業

代表者
理事長 坂井 俊之（協和機電ホールディングス株式会社 代表取締役会長 ）
副理事長 木下 健（東京大学 名誉教授）

役員
(2024年
7月1⽇現在)

理事
全14名

扇精光コンサルタンツ株式会社 代表取締役 門田建設株式会社 代表取締役

崎永海運株式会社 代表取締役社長 株式会社渋谷潜水工業 代表取締役社長

有限会社イー・ウィンド 代表取締役 後藤運輸株式会社 代表取締役会長 ほか

（長崎市7名、佐世保市5名、五島市1名、西彼杵時津町1名）

監事 長崎商工会議所 専務理事 ほか1名

会費 正会員：60,000円/年 賛助会員：無し

会員

正会員

NTTアーバンソリューションズ株式会社、ENEOSリニューアブル・エナジー株式会社
コスモエコパワー株式会社、九州電力株式会社 長崎支店、東京汽船株式会社
株式会社十八親和銀行、ホンダテクニカ株式会社、三井住友海上火災保険株式会社
長崎支店 など101社

賛助
会員

戸田建設株式会社、株式会社九電工 長崎支店、⽇立製作所株式会社 九州支社
三菱重工業株式会社 長崎造船所、⽇揮株式会社、⽇本サルヴェージ株式会社
一般社団法人 ⽇本海事協会、独立行政法人⽇本貿易振興機構 長崎貿易情報センター
長崎県立高等学校 工業水産部会 など26社

2020年10月
「長崎海洋アカデミー」開講

海洋エネルギーに関する
アジア初の人材育成機関

会社名 有限会社イー・ウィンド

設立 1990年12月 ※建設会社として創業

事業内容

五島市の洋上風力発電のメンテナンスを請け負う。
O＆Mに関わる4業務分野：
出張メンテナンス業務/ 常駐管理業務/ 情報管理業務/ ロープワーク業務
1990年 長崎県五島市に「有限会社 橋本建設」を創業
2006年 風力発電設備のメンテナンス事業に参入
2008年 風力発電の運用・保守(O＆M)専業に業種転換、現社名に
2018年 風力発電の保守事業への参入を目指す地域企業と「長崎ウィン

ドサービスグループ」を結成、他社従業員に1年間の技能訓練を提供

代表取締役

橋本 武敏
・NPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会 理事
・五島市再生可能エネルギー産業育成研究会 副会長
・五島市民電力株式会社 代表取締役社長

資本金 1,500万円

従業員数
40名（2024年6月現在）
＊浮体式洋上風力発電の商用化後、U/Iターン者が増え、地元の高校生新卒者への
 採用も積極的に取組み、地元の中学生、高校生の視察、体験の受入も行っている。

事業所

鹿児島事務所（2012年）
和歌山事務所（2016年）
室蘭事務所（2021年）
福江事務所（2021年/五島市東浜町） ※本社：五島市富江町

2024年11月
洋上風力人材育成センター
≪NOA TRAINING≫開所
GWO認証訓練施設

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

出所：NPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会、有限会社イー・ウィンド 各HPの情報を元に、創研作成
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NPO法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会 の取組み（1/2）

出所：NPO長崎海洋産業クラスター形成推進協議会の活動報告 令和元年5月18⽇

MIA（ミーア/海洋統合環境無人観測装置の愛称：Marine environ
-mental data Integrated Acquisition platform）の開発体制

⇒ 正式名称「長崎海洋アカデミー」（2020年開講）

◆⽇本財団と 長崎県（産学官）とで総額5億円を拠出。
◆⽇本財団は主にアカデミーの設立支援、長崎県及び運営団体
（事務局：当協議会）が アカデミーの企画及び運営を担う。

⇓
年間受講者150名、 5年間で750名の受講者数を目指す

❶

❷

❶

❷

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

アカデミー
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NPO法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会 の取組み（2/2）

⚫ 新たな海洋産業の創出・振興のために活動。

2. 洋上風力先進地調査  （3）長崎県五島市

出所：NPO長崎海洋産業クラスター形成推進協議会の活動報告 令和元年5月18⽇
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北九州市（北九州港） 「グリーンエネルギーポートひびき」事業の概要（1/2）

⚫ 広大な産業用地と充実した港湾施設を有する北九州市若松区響灘地区にて、「風力発電関連産業の総合拠点」形成に向け推進している「グリーンエネルギーポート
ひびき」事業では、港湾・臨港地区における産業・物流の活性化、北九州市における経済活性化を目指している。

⚫ 新規総合拠点の基盤づくりから充実までを3つのフェーズに分け、2011年から10年以上にわたり取組を進めている。

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市

北九州市が目指す総合拠点の具体的イメージ北九州市が目指す総合拠点の4機能

「グリーンエネルギーポートひびき」事業の進捗状況

目的、取組概要 具体的な取組

フェーズ1
2011年～ ○風力発電関連産業の総合拠点形成に向けた足掛かりとし

て、臨海部に「実証・研究ゾーン」を設け、研究拠点の形成
や関連産業の誘致を進める

・響灘地区への風力発電関連産業の集積促進につながる企画提案を公募。
・選定事業者①（北拓、JRE）は、メンテナンスに関する物流倉庫兼メンテナンス・トレーニングセンター開設、洋上風車
の陸上実証試験施設及び太陽光と風力発電とのハイブリッド発電所「響灘ウインドエナジーリサーチパーク」を設置､運営。

・選定事業者②（自然電力）は、定格出力約5MWの大型風車を含む「北九州響灘風力発電所・太陽光発電所」を
設置、運営。

フェーズ2
2016年～

○国内市場喚起と総合拠点化の加速化のため、響灘港湾
区域に⽇本初の本格的洋上ウインドファームを誘致するとと
もに、基地港湾を整備することで特殊作業船の拠点、
EPCI、海陸物流等の関連産業を創出する

・響灘洋上風力発電施設の設置・運営事業者の公募を行い、九電みらいエナジー(株)を代表企業とするコンソーシアム
「ひびきウインドエナジー」（2017年に「ひびきウインドエナジー」 (SPC)を設立）を選定。

・ヴェスタス社の風車25基が採用され、2022年に着工済み、2025年に完成予定。

フェーズ3 2017年～ ○継続的な利用で地元に関連産業が根付くよう、計画が
進む西⽇本の複数の洋上ウインドファーム事業者に基地
港湾の利用を働きかける

○⽇本、アジアでの洋上風車普及を見据え、地元企業の
部品供給等への参入支援、風車関連部材メーカー等の
誘致、O&M拠点の充実を図る

・基地港湾（国の直轄工事含む）及び周辺産業用地の整備を推進。
・西⽇本の洋上ウインドファームでの活用の働きかけ、風車メーカーや基礎メーカー等の工場誘致、地元企業の参入支援、
人材育成の拠点化の検討を推進中。

Phase1

Phase2

Phase3

…［ 物流拠点 ］

…［ 製造産業拠点 ］

…［ 積出・建設拠点 ］

出所：「令和5年度 石狩市沖及び北海道域における洋上風力導入に伴う地域への経済効果等に関する基礎調査報告書」内 北九州市港湾空港局 平成29年3月24⽇ 「風力発電関連産業の『総合拠点』を目指して」を基に作成の図より、創造開発研究所作成

出所：北九州市環境局 令和5年4月27⽇
「SDGs未来都市にふさわしい 環境政策の推進について」

出所：北九州市港湾空港局 平成29年3月24⽇ 
「風力発電関連産業の『総合拠点』を目指して」
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北九州市（北九州港） 「グリーンエネルギーポートひびき」事業の概要（2/2）

⚫ 2023年時点での北九州港周辺地域における洋上風力関連産業の集積状況は、下記の通り。

⚫ O＆M関連企業のみならず、製造関連企業、工事関連企業、トレーニングセンターも立地している。

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市

出所：グリーンエネルギーポートひびき事業パンフレット「グリーンエネルギーポートひびき 風力発電関連産業の総合拠点へ」
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①「九州洋上風力関連産業ネットワーク」

出所：九州洋上風力関連産業ネットワークHP（https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/kankyo/offshorewind.html）、 九州経済産業局 資源エネルギー環境課 令和6年8月「九州洋上風力関連産業ネットワークについて」

名称 九州洋上風力関連産業ネットワーク

事務局 経済産業省 九州経済産業局 資源エネルギー環境部 資源エネルギー環境課

設立 2023年8月

設立目的
九州地域における洋上風力関連産業の振興のため、参加者間で、情報共有・意見交換・
個別事業の連携等ネットワーク化、企業の保有設備情報の公表、企業間のマッチング機会等
を創出し、サプライチェーンの自走化を目指すことを目的とする。

活動/事業
内容

(1) 九州地域における洋上風力関連産業のサプライチェーン構築に資する情報共有・意見
交換・連携

(2) セミナー、各種マッチングの開催、メールマガジンの配信等を通じた上記情報の発信・共有
(3) 会員による保有機器・設備等の情報共有（希望者のみ）
(4) 行政等による各種支援策の情報共有
(5) その他、会員から要望があり事務局で妥当と判断した事項

会員
(2024年
11月20⽇現在)

洋上風力関連産業のサプライチェーン構築推進に賛同いただける法人、自治体、学術機関
または任意団体（参加費無料）
・企業（98法人）
・自治体（9自治体）
・教育機関（3法人）
・その他関係機関（13団体） 全123

＊会員名簿：
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/kankyo/offshorewind/meibo_all.pdf

※2024年11月20⽇現在で、

 産学官からなる123の会員が登録．

⚫ 九州経済産業局では、九州地域における洋上風力関連産業の振興のため、参加者間で、情報共有・意見交換・個別事業の連携等を円滑に実施することを目的と
したバーチャルのネットワーク組織「九州洋上風力関連産業ネットワーク」を組成し、九州管内のサプライチェーン構築強化を目指す。

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「九州洋上風力関連産業ネットワーク」の取組み（洋上風力関連産業のサプライチェーン構築について） （1/3）

出所：九州経済産業局 資源エネルギー環境課 令和6年3月13⽇「九州洋上風力関連産業ネットワークの活動について」、 同 令和6年8月「九州洋上風力関連産業ネットワークについて」

⚫ 「九州洋上風力関連産業ネットワーク」では、セミナー等情報発信を実施、段階的に地域企業のサプライチェーン参入を支援。

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「九州洋上風力関連産業ネットワーク」の取組み（洋上風力関連産業のサプライチェーン構築について） （2/3）

2023年11月 キックオフセミナー
「令和5年度洋上風力関連産業サプライチェーン構築セミナー」

2023年12月 第1回ネットワーク会合

出所：九州経済産業局

最新の政策動向を共有するとともに、
国内の洋上風力関連産業をリードす
る「大手企業」の取組やいち早く洋上
風力関連産業に参入し、新しい挑戦
を続ける「地域企業」の取組を知財
活用の観点も交えながら紹介。

2024年3月 「洋上風力関連産業分野に係る標準化セミナーin九州」

出所：九州経済産業局HP「イベント情報」

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市

参考）2023年度の取組み
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「九州洋上風力関連産業ネットワーク」の取組み（洋上風力関連産業のサプライチェーン構築について） （3/3）

出所：九州経済産業局HP「イベント情報」

2024年6月 HPに会員ダイレクトリーを掲載
2024年9月 洋上風力関連産業サプライチェーン構築・標準化セミナー2024 第1回
2024年11月  ── 〃 ──   第2回
2024年12月  ── 〃 ──   第3回

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市

参考）2024年度の取組み
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「九州洋上風力関連産業ネットワーク」のポータルサイト（九州経済産業局HP）について

出所：九州経済産業局HP

洋上風力に関する補助事業等
の支援策情報を掲載

今後、新規参入企業の
事例を取材、掲載予定

各社のダイレクトリー(会員録)や
保有設備の情報を収集・公開

⚫ ポータルサイトでは、セミナー等の開催案内など活動情報のほか、風力関連の予算・補助金情報、国や業界動向、会員企業の保有設備(ダイレクトリー)等を掲載。

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②「響灘エネルギー産業拠点化推進期成会」

名称 響灘エネルギー産業拠点化推進期成会

発起人
（全9者）

代表 利島 康司（北九州商工会議所 会頭）
一般社団法人九州経済連合会 会長、 福岡経済同友会 代表幹事
公益財団法人北九州産業学術推進機構 理事長、 福岡県経営者協会 会長
一般社団法人⽇本船主協会 九州地区船主会 議長、  洞海港運協会 会長
ひびき灘開発株式会社 代表取締役社長、 北九州市 市長

事務局
北九州市産業経済局企業立地支援課/ 北九州市環境局再生可能エネルギー導入推進課/
北九州市港湾空港局エネルギー産業拠点化推進課

設立 2015年7月

設立目的
成長が期待されるエネルギー産業の振興を加速し、雇用の創出やビジネスチャンスの一層の拡大を図るなど、
地方経済の発展に大きく貢献することを目指す。

活動/事業
内容

エネルギー産業拠点形成早期実現のためには、企業が進出しやすい環境を整えることが必要であり、期成会
では産学官が結集し、環境整備や規制緩和などを促進する活動等を行い、エネルギー産業の拠点化に向け
た様々な取組みを後押しする。
・エネルギー産業拠点化に関する国および関係機関に対する要望活動
・会員への広報活動 ・一般市民へのPR活動 ・調査・研究及び情報収集
・その他、目的を達成するために必要な事業

役員・顧問
(2024年
7月1⽇現在)

会長 北九州商工会議所 会頭 津田 純嗣

副会長 一般社団法人九州経済連合会 会長、 福岡経済同友会 代表幹事、 北九州市 市長

理事
全18名

関門港運協会 会長
北九州港湾建設協会 会長
一般社団法人北九州GIS測量協会 理事長
一般社団法人北九州市建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会 会長
一般社団法人北九州中小企業団体連合会 会長

小倉地区港運協会 会長
一社⽇本海上起重技術協会九州支部 支部長

ひびき灘開発株式会社 社長
八幡港友会 会長

公益財団法人北九州活性化協議会 会長
公益財団法人北九州産業学術推進機構 理事長
一般社団法人北九州市建設業協会 代表理事
一般社団法人北九州中小企業経営者協会 会長

福岡県経営者協会 会長
洞海港運協会 会長
一般社団法人 ⽇本船主協会九州地区船主会 議長

門司建設業組合 理事長
若松活性化協議会 会長

監事
株式会社北九州銀行 専務執行役員
株式会社西⽇本シティ銀行北九州総本部 執行役員北九州総本部長
株式会社福岡銀行北九州本部 常務執行役員北九州本部長

顧問 福岡県 知事 九州工業大学 学長

会費 一口 10,000円/ 年（口数は任意） 会員 211社 ※2024年4月1⽇時点

出所：響灘エネルギー産業拠点化推進期成会HP

令和6年度 定期総会開催案内

ホームページ

2. 洋上風力先進地調査  （4）福岡県北九州市

⚫ 市や商工会議所、福岡県の経済団体等が発起人となり、環境整備や規制緩和等の促進活動を中心に、雇用創出・ビジネスチャンス拡大を目指して設立。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  「室蘭洋上風力関連事業推進協議会」

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：北海道室蘭市

⚫ 室蘭市及び洋上風力を活用し室蘭の産業活性化を望む地場企業を中心に、室蘭港を洋上風力発電所の拠点にすること（国の選定）を目指して立ち上げた。

名称
室蘭洋上風力関連事業推進協議会（略称：MOPA）
（Muroran Offshore wind industry Promotion Association）

発起人
（全7者）

会長 関根 博士（三菱製鋼株式会社 顧問(前取締役常務)）※当時の会長は、電材ホールディングス 代表取締役

三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社、 株式会社⽇本製鋼所、 株式会社栗林商会、
株式会社電材ホールディングス、 室蘭海陸通運株式会社、 室蘭開発株式会社、 室蘭市
洋上風力を活用し室蘭の産業活性化を望む地場企業を中心に、企業6社と室蘭市により立ち上げ。

設立 2020年1月

設立目的 室蘭に洋上風力関連事業等を誘致し、室蘭港の拠点化、及び西胆振の産業活性化を図ることを目指す。

活動/事業
内容

(1) 洋上風力関連事業の誘致による地域産業の活性化 (2) 室蘭港の洋上風力発電建設拠点化
(3) 室蘭への洋上風力関連製品製造の誘致 (4) 室蘭近海への大規模洋上風力発電事業の誘致
(5) 洋上風力発電と水素製造の融合  を目指して、会員企業100社・オブザーバー1社で活動

役員・顧問
(2024年
10月現在)

会長 三菱製鋼株式会社 顧問

副会長
株式会社栗林商会 常務取締役 五洋建設株式会社 執行役員札幌支店長

株式会社楢崎製作所 代表取締役 社長執行役員 函館どつく株式会社室 蘭製作所 執行役員 所長

理事長 DENZAI株式会社 代表取締役社長CEO

理事
全8名

株式会社栗林商会 取締役
株式会社タカヤナギ 代表取締役
⽇本製鋼所M&E株式会社 ES機器部 部長
三菱製鋼株式会社 フェロー社員
鋼材事業部副事業部長 兼 技術開発センター副センター長

五洋建設株式会社 室蘭製作所長
株式会社楢崎製作所 取締役常務執行役員
函館どつく株式会社 室蘭製作所 鉄構機械部
室蘭海陸通運株式会社 代表取締役社長

監事 学校法人片柳学園 ⽇本工学院北海道専門学校 校長
調査研究
グループ グループリーダー： DENZAI株式会社 取締役専務執行役員

会費 正会員： 20,000円/ 月 賛助会員： 10,000円/ 月

会員
※2024年11月
 11⽇時点で、
 会員総数121
 社(オブザーバー

含め123社)

正会員： 38団体
株式会社上田商会、株式会社内池建設、株式会社興伸工機、清水建設株式会社、大成建設株式会社、
第一熱処理工業株式会社、大伸電設株式会社、⽇鉄セメント株式会社、フジ美建工業株式会社、
⽇本工学院北海道専門学校、北海道室蘭工業高等学校、室蘭工業大学、株式会社室蘭民報社 等

賛助会員： 81団体・2個人
IHI運搬機械株式会社、有限会社イー・ウィンド、株式会社INPEX、イベルドローラ・リニューアブルズ・ジャパン､
ENEOSリニューアブル・エナジー株式会社、基礎地盤コンサルタンツ株式会社、川崎地質株式会社、
関西電力株式会社､株式会社商船三井､極東貿易株式会社､三井物産株式会社､東急不動産株式会社
損保ジャパン株式会社、オリックス株式会社、株式会社北洋銀行、一般財団法人新⽇本検定協会 等

オブザーバー： 北海道胆振総合振興局、 室蘭高等技術専門学院（MONOテク室蘭）

室蘭脱炭素社会創造協議会 2021年5月設立連携

令和3年度

①室蘭地域における新たな産業の創造
②地域企業の競争力強化
③我が国の2050年カーボンニュートラル実現への貢献

目的

出所：室蘭洋上風力関連事業推進協議会HP、 室蘭市経済部産業振興課 令和4年3月「室蘭脱炭素社会創造協議会 令和3年度活動報告」
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「室蘭洋上風力関連事業推進協議会」の取組み

出所：室蘭洋上風力関連事業推進協議会HPより、創造開発研究所作成

協議会発足～2022年の取組概要

2020年

1月 協議会発足

2月 理事会開催

6月 SEP型多目的起重機船「CP-8001」の見学会参加

10月
・Webサイト公開
・理事会、意見交換会（25名参加）開催

11月 定時会員総会開催 会員数17社

2021年

2月 理事会、意見交換会（27名参加）開催

3月 東京ビッグサイトにて開催の風力発電展 (WIND EXPO) にブースを出展

4月 臨時総会開催（25名参加）

7月
意見交換会開催（会員ほか国会議員、道議会議員、室蘭市議会議員を含め
全体で約80名参加） ※10月にも開催、84名参加

9月 WIND EXPO 国際風力発電展[秋] にブースを出展

11月
・エレクトリック・シティ2021@コペンハーゲン にブース参加
・定時会員総会開催

12月 リモート理事会開催 会員総数は42社（オブザーバー含め43社）

2022年

1月 室蘭洋上風力フォーラム2022（会場340名、オンライン400名近く 参加）

3月 WIND EXPO 国際風力発電展[春] にブースを出展

5月 リモート理事会、意見交換会（100名以上参加）開催

6月 室蘭清水丘高校で講演

8月 「室蘭地域における洋上風力発電事業及び関連産業推進に関する要望書」提出

11月 定時会員総会開催

12月 リモート理事会開催 会員総数は65社（オブザーバー含め66社）

2023年～2024年の取組概要

2023年

1月 室蘭洋上風力フォーラム2023（会場510名、オンライン150名以上 参加）

3月 WIND EXPO 国際風力発電展[春] にブースを出展

4月 「自然エネルギーと北海道・⽇本の未来」フォーラムに理事長登壇

6月
・室蘭工業大学（授業）で理事長が講演
・事務所開設（室蘭市のシェアオフィスTHINK M内。会員であれば利用可）
・共催する、WIND HOKKAIDOのWebサイトオープン

7月 WIND HOKKAIDO@札幌市 開催（リアル＋オンライン約800名参加）

8月 北海道高等学校理数科指導研究会にて講演

11月
・年次総会、定例セミナー（会場150名、オンライン30名以上 参加）開催
・第3回 漁業との共生を考える研究会開催（他地域事例や研究結果共有）

12月 理事会開催 会員総数は101社（オブザーバー含め102社）

2024年

2月
・第4回 漁業との共生を考える研究会開催（北海道の栽培漁業基本計画について等）

・WIND EXPO 国際風力発電展[春] にブースを出展

5月
・第5回 漁業との共生を考える研究会開催（「サーモン養殖」について）
・定例セミナー開催（会場199名、オンライン30名以上 参加）

9月
Global Offshore Wind Summit-Japan2024にプラチナスポンサーとして出展
産学連携洋上風力人材育成コンソーシアムと学生向けセッションを共催

11月
年次総会、定例セミナー（会場170名、オンライン40名以上 参加）開催

会員総数は121社（オブザーバー含め123社）

⚫ 発足した2020年から2024年の4年間で、会員数は17社から121社と7倍超となっており、着実に増加している。
⚫ 理事会は隔月～毎月開催。（※下表には全ては記載していない）

基調講演：
北海道経済部「北海道における洋上風力発電の取組状況」
ENEOSリニューアブル・エナジー(株) 「八峰能代沖洋上
風力事業の概要と室蘭港における作業内容について」

丸紅洋上風力開発(株) 「北海道における洋上風力発電人材育成の取組みについて」
産学連携洋上風力人材育成コンソーシアム(IACOW) 「広域の産学連携による
若い世代の人材育成と室蘭への期待」

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：北海道室蘭市
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ①「一般社団法人ふくしま風力O＆Mアソシエーション」

名称
一般社団法人ふくしま風力O＆Mアソシエーション
（Fukushima wind turbine O&M association）

設立者 理事長 渡辺 誠（株式会社誠電社(代表幹事企業) 代表取締役） ※本社所在地は福島市内

設立 2021年4月

設立目的

福島県において2040年までに再生可能エネルギー100％を達成するべく、再エネ・水素関連産業を迅速かつ
強力に推し進めるための推進母体「エネルギー・エージェンシーふくしま」の活動の一部* が、風車メンテナンスの
ワンストップサービスの提供等を目指して設立。
＊2019年に組成した「地域主導型ふくしま風力O&Mワーキンググループ」で風力O&Mについて情報収集や勉
強会を行い、発電事業者や風車メーカー等顧客側のニーズを把握、顧客と県内企業や人材をつなぐ本格的な
組織が必要と判断し一般社団法人を設立した。

活動/事業
内容

・福島県内の風車関連業務を希望する企業の窓口として、顧客（のオーダー）に直接つなぐ
・業界未経験の新規参入企業へ基礎知識講座やセミナー、トレーニングを行い、「学びの場」を提供
・県内中高生、未就労者、若年就労者層に対する再生可能エネルギーの啓発活動、人財育成

役員等
(2024年
10月現在)

理事
株式会社エイブル 代表取締役（主事業：原子力発電所のメンテナンス、発電事業）
株式会社インテック 代表取締役（主事業：特殊高所作業、風車建設、ブレード補修、建設業）

監査役 株式会社誠電社（主事業：電気工事、発電事業、風力メンテナンス事業）

会費 正会員： 20,000円/ 月 賛助会員： 10,000円/ 月

会員
※2024年12月
 時点、会員:13
 オブザーバー会員:5

 (HPの会員一覧
 ページ情報による)

正会員： 福島県内の9社・機関 ※設立当時
株式会社誠電社[代表幹事企業]、株式会社エイブル[幹事企業]、株式会社インテック[幹事企業]、
タオ・エンジニアリング株式会社、株式会社東北機械工業、⽇綜産業株式会社 (東京都)
国際気象海洋株式会社 (東京都) 等

オブザーバー会員： 14社・機関 ※設立当時
北芝電機株式会社、会川鉄工株式会社、株式会社協立エンジニアリング、東京パワーテクノロジー株式会社、
株式会社白石モータース、有限会社⽇栄自動車商会、株式会社シーズオート、株式会社石井電気工事、
有限会社協川興業、株式会社藤建技術設計センター、株式会社共和建商、石川建設工業株式会社 等

出所：一般社団法人ふくしま風力O＆MアソシエーションHP

⚫ 会員(参加企業)の主な業種は、電気工事、通信エンジニアリング、プラントメンテナンス、建設業等。理事会が中心となり、各理事が担当分野を先導して活動を推進。
⚫ 会員は自身の得意とする分野に所属し、担当理事や分野チーム内会員、オブザーバー会員と協力して風力関連業務の受注を目指す。

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県
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「一般社団法人ふくしま風力O＆Mアソシエーション」の取組み

出所：ふくしま風力O＆Mアソシエーション 団体冊子 2024年10月

⚫ 風車メーカーやメンテナンス企業に対し、すぐに利用できる“ターンキー ソリューション (TURNKEY SOLUTION)”を提供。
⚫ 2022年6月には、福島市内（旧茂庭小学校）に、全国で3か所目となる国際基準(GWO)の風力発電メンテナンス技術者育成拠点「FOMアカデミー」を開設。

風力発電関連産業の現場で活躍している方やこれから参入する方、学生などが必要な専門知識と技術を学び、ライセンス等を取得できる。

Global Wind Organisation認証

◆窓口をわかりやすくして、風車メーカーやメンテナンス会社が 「仕事に合わせて業者を探す」 手間を解消
◆また、技術は持っていても営業活動に力が割けない福島の中小企業をワンストップでお客様にPR

国立研究開発法人
産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ②「公益財団法人福島県産業振興センター エネルギー・エージェンシーふくしま」

名称
公益財団法人福島県産業振興センター

エネルギー・エージェンシーふくしま（EAF）

代表 代表 坂西 欣也（国立研究開発法人 産業技術総合研究所）

設立 2017年4月

設立目的

✓ 再エネ・水素分野に特化したコーディネート活動を専門的・重点的に行う中核的組織として設立。
✓ 再生可能エネルギー分野での福島発の新技術・新製品・ビジネスモデルの創出、企業間のネットワークづくり

やマッチング、販路開拓や海外連携支援等を通じた新たなビジネスプロジェクトの創出を一体的に支援し、
再生可能エネルギー及び水素関連産業の育成・集積を推進、原子力に依存しない持続可能な社会を
実現する。

取組内容

再エネ産業集積のための中核機関として、福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会（以降、再エネ
研究会）の運営を通じ、下記の取組みを行う。
(1) 企業間のネットワーキング

企業間のネットワークを構築し、先進地視察、セミナー開催等による情報交換・共有、新規参入の促進(マッチング)。

(2) 事業化プロジェクトの創出
これまでの研究成果や大学・企業等のネットワークを有効活用し、集中的なコーディネートにより、県内企業が参画する
事業化プロジェクトを創出。

(3) 販路開拓支援
ふくしま再生可能エネルギー産業フェア『REIFふくしま』の毎年開催や、首都圏や海外展示会への出展支援等を通じ、
県内企業による再エネ関連分野の販路開拓・拡大。

(4) 海外連携の推進
ドイツNRW州を初めとした海外企業とのコーディネートを通じ、県内企業の海外進出、外国企業の県内進出の促進。

体制 人員：14名 （代表1名、 コーディネーター9名、 事務局4名） ※2018年８月1⽇時点

出所：エネルギー・エージェンシーふくしま（EAF）HP、  EAF 平成30年8月7⽇「県内おけるバイオマス導入拡大と再エネ研究会バイオマスワーキンググループの紹介」

⚫ 福島県における再生可能エネルギー関連産業育成・集積のための中核機関として、公益財団法人福島県産業振興センター*(1958年設立) 内に発足。
＊公益財団法人福島県産業振興センター…福島県産業振興の一翼を担う中核的支援機関として、県内中小企業や小規模事業者の経営基盤強化や経営革新、創業促進、技術の高度化、再生エネルギー関連産業の育成等の支援を行うほか、

「ビッグパレットふくしま」(複合コンベンション施設) や「コラッセふくしま」(福島県観光物産館も入る福島駅西口複合施設) などの指定管理者として情報・技術・文化等の多様な交流を促進し、地域の活性化に貢献。

企画運営委員会 事務局：エネルギー・エージェンシーふくしま

太陽光 風力 バイオマス
エネルギー
ネットワーク

水素 熱利用
分
科
会

研
究
会
メ
ン
バ
ー

太陽光

風力

バイオマス

エネルギーネットワーク

水素

熱利用

連携

※

再エネ産業の集積を図るため、コーディネート活動を通じて企業同士のコラボレーションを活発にし、
様々な企業による事業化プロジェクト創出環境をつくり出す。

※FREA…国立研究開発法人産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

※ノルトライン＝ヴェストファーレン州（州都：デュッセルドルフ）

2018年8月時点： 698企業・団体・個人
 ⇓
2024年7月時点： 1,030企業・団体・個人

推進主体は、企業グループ

◆プロジェクト構築
◆事業化の推進
◆ビジネスマッチング（国内・海外）
◆テーマ別専門コーディネーター派遣
◆ハンズオン支援（専門家派遣）
◆その他

～～～～～～～

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県
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「エネルギー・エージェンシーふくしま」 (EAF) の取組み

⚫ 福島県における再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を図るため、再エネ・水素に取り組んでいる企業、参入を考えている企業、自治体等の広範なネットワークを
形成することを目的に2012年7月に組織した「福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会」の運営を中心に、サポート・コーディネート活動を展開。

⚫ 「再エネ研究会」の会員数は2023年3月末で950を超え、全国的にも大きなネットワークに拡大。再エネ分野の新たな共同研究、事業化案件が生まれている。

ドイツ NRW(ノルトライン＝ヴェストファーレン)州・ハンブルク州、デンマーク王国、スペイン バスク州
のそれぞれの再エネ支援機関と連携覚書を締結、福島県企業の海外進出を支援

出所：エネルギー・エージェンシーふくしま（EAF）HP、  EAF 平成30年8月7⽇「県内おけるバイオマス導入拡大と再エネ研究会バイオマスワーキンググループの紹介」

エネルギーエージェンシーふくしま (EAF) の支援内容

サポート
◆プロジェクト構築

 ✓ 補助事業の紹介、プロジェクト構成支援など
◆事業化の推進

✓ ワーキンググループの発足支援、活動支援など
✓ 再エネ研究会会員相互の交流支援

◆ビジネスマッチング（国内・海外）
✓ 「REIFふくしま」展示会でのビジネスマッチング機会の提供
✓ 再エネ関連展示会（欧州最大級のエネルギー見本市E-world、世界展示会、

 スマートエネルギー展等）の県内企業出展及びマッチングサポート
◆テーマ別専門コーディネーター派遣

 ✓ 各支援機関との調整
◆ハンズオン支援（専門家派遣）

✓ 企業とのビジネス・マッチング
✓ 各種認定取得のための品質改善、技術指導（各支援機関とのコーディネート）

 ✓ 各種補助事業支援

コミュニケーション
✓ 福島県再生可能エネルギー関連産業研究会員向けメールマガジンの発行
（各分科会の案内、再エネ関連お役立ち情報の提供など）

 ✓ HP（https://energy-agency-fukushima.com/）更新による情報共有
✓ 企業様訪問（課題の共有、支援内容協議など）

事業化に向けた様々な支援を実施
2017年度から2022年度まで11のWGが発足し事業化活動を推進

ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま）
でのビジネスマッチング

スマートエネルギーWeek2023等首都圏展示会への参加
情報発信及び販路開拓

事業化に結びついた例
・県内公共団体施設整備等への地中熱導入や熱応答試験業務等の受注
・県内外の風力メンテナンス業務の受注
・WGメンバーによる協同組合等の設立

マッチングの成果例
・風力発電関連部材供給受注
・ウインドファームの保守点検業務の受託
・〔海外〕 海外再エネ・水素製品の代理店契約の締結

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県
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洋上風力の地場産業化に向けた組織及びマッチング等の取組事例  ③「いわきウィンドバレー推進協議会」

名称 いわきウィンドバレー推進協議会

事務局 公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会

会長 会川 文雄（会川鉄工株式会社 代表取締役）

設立 2018年8月

設立目的
いわき市の風力発電産業への参入と発電設備製造拠点化を目指す企業が集まり、地域一体と
なって、新たなエネルギー関連産業の創出と将来的な一大風力産業クラスター (仮称・いわきウイ
ンドバレー) の実現を目的に設立。

主な活動

・いわき市に風力発電関連企業の集積を目指す、いわきウインドバレー・プロジェクトの推進
・開発力・生産能力の強化
・国内外でのビジネスマッチング商談会の実施
・展示会出展等による販路開拓
金属加工分野・施工メンテナンス分野等に強みを発揮できる地域中核企業を中心とする企業連
携体を組織して、新たに建設される風力発電に係る関連部品等の製造・生産、建設後の継続的
な需要が見込める既設風車への運用メンテナンス等の一貫受注体制を整備していく。

参画企業

いわき市を中心に、宮城県、茨城県、千葉県、東京都、大阪府などの40企業（2024年3月現在）

※設立当時は10企業
東北ネヂ製造株式会社、磯上歯車工業株式会社、株式会社eロボティクス、株式会社菰下鎔断、
五月興産株式会社、株式会社常磐エンジニアリング、大丸鋼材株式会社、株式会社高萩重機、
株式会社東北エンタープライズ、東北メンテナンス株式会社、東稜検査株式会社、
磐栄運送株式会社、バックス情報システム株式会社、株式会社東⽇本計算センター 等

出所：いわきウィンドバレー推進協議会HP、 事務局:公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会 令和5年度いわき市産業イノベーション創出支援事業 2024年5月「いわきウィンドバレー推進協議会 成果報告」

⚫ 福島県いわき地域の新事業・新産業創出を支援するいわき産学官ネットワーク協会が、経産省の地域中核企業創出・支援事業の採択を受け実施している「いわき
ウインドバレー・プロジェクト」の一環として発足した協議会で、風力発電関連産業への参入と風力関連産業集積を目指して設立された企業連携体。

⚫ 初年度に協議会開催のほか、会員間の連携強化を目指すアライアンスと、人材育成、技術開発の3つの分科会を設置し、風力発電事業の活性化に向けて協議。
 専門家の指導による生産、メンテナンス技術の習得や新たな技術での設備導入による品質向上、コストダウンの手法などを模索する。

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県

（ICSN/ Iwaki Corporative Support Networks for

Industrial and Community Field）
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参考）「いわきウィンドバレー推進協議会」の事務局「いわき産学官ネットワーク協会」の概要

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県

⚫ いわき市の基幹産業である製造業を中心に産業競争力の向上を目的として、産業活性化の素材育成と基盤整備に注力する中、企業、大学・高専等の教育・研究

機関との産学官連携が重点的に取り組まれるようになる中でその核となる機関として設置された。

名称 公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会（ICSN）

会長
代表理事

猪狩 正明（いわき地区商工会連絡協議会 相談役、 いわき経済同友会 顧問、 猪狩自動制御設計株式会社 会長）

設立 2006年3月

設立目的
いわき地域内外の産学官の人材、技術、資金、情報の結節交流拠点として、そのネットワークを活用して、地域産業界の多様なニーズに
一元化・総合的に対応することで、企業の経営革新、新産業・新事業の創出、雇用の創出を図り、いわき地域の活性化に貢献することを
目的に、これまで地域における産業支援センターとして機能してきた「いわき地域産学官連携協議会」を発展解消する形で設立。

活動/事業
内容

(1) いわき産業創造館管理運営事業  (5) 産学官の連携促進事業
(2) 地域産業振興に資する産業支援事業  (6) 地域産業活性化に関する調査研究事業
(3) 地域の新産業創造事業 (7) 地域産業振興に資する各種情報の収集及び提供事業
(4) 地域企業等の経営革新及び技術開発支援事業 (8) その他目的を達成するために必要な事業

役員等
(2024年
6月現在)

副会長
・いわき商工会議所 副会頭、 東洋システム株式会社 代表取締役社長
・東⽇本国際大学 副学長

専務理事 いわき市産業振興部 部長

常務理事 公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会 常務理事兼事務局長、 いわき産業創造館 館長

理事
全8名

・好間町商工会 会長、 有限会社長久保食品 代表取締役
・シオヤ産業株式会社 代表取締役社長
・医療創生大学 心理学部 教授
・いわきコンピューター・カレッジ 常務理事兼校長
・福島工業高等専門学校 都市システム工学科教授 地域環境テクノセンター長
・株式会社クレハ 生産・技術本部 総務部長
・株式会社東邦銀行 常務執行役員 いわき営業部長
・アルプスアルパイン株式会社 人事部 いわき人事課長

監事
・遠野興産株式会社 代表取締役社長
・ひまわり信用金庫 営業推進部長

会費 (一口) 正会員： 企業・団体 20,000円/年、 個人3,000円/年

会員
※2024年6月
 28⽇現在

正会員：企業・団体・個人 305
賛助会員：企業・団体・個人 7

2024年9月25⽇
風力発電シンポジウム in IWAKI
～地域に根付いた風力発電を目指して～
対象：地域住民、地域企業・団体等

2024年9月25⽇
風力発電関連産業ビジネスマッチング・シンポジウム
対象：発注企業に提案・PR したい技術・製品・サービスを持ち、

 いわき市・市内近郊に本店または事業所（営業拠点、
 工場等）を有する企業

出所：公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会HP、 同 令和5年度いわき市産業イノベーション創出支援事業 2024年5月「いわきウィンドバレー推進協議会 成果報告」
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

「いわきウィンドバレー推進協議会」の取組み

2023年度の実施事業

2. 洋上風力先進地調査  （5）その他：福島県

出所： 公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会 令和5年度いわき市産業イノベーション創出支援事業 2024年5月「いわきウィンドバレー推進協議会 成果報告」、 公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会「令和5年度事業報告書」

⚫ 推進協議会の事務局であるいわき産学官ネットワーク協会では、全国商工会連合会 共同・協業販路開拓支援補助金（展示会・商談会型）の採択を受け、 「いわ
き地域風力発電関連産業 ビジネスマッチング・販路開拓支援事業」 を実施。

⚫ 2023年度は、「いわきウィンドバレー推進協議会」の中から、販路開拓等に高い意欲を有する企業10社に対して、国内及び海外 (台湾) の企業等とのマッチング機
会の創出と販路開拓等に向けた支援を実施した。
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３．石狩市内企業調査

（1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

（2）市内企業アンケート調査
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電事業のサプライチェーン構造と国内企業の参入状況

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 洋上風力発電事業は、調査開発から撤去まで、幅広いステークホルダーの事業活動により構成され産業の裾野が広いが、海外メーカーが中心である実態から、サプライ
チェーンへの国内企業の参入可能性が困難なものもある。

⚫ 洋上風力市場への⽇本企業の参入状況は下図の通り（赤枠：参入済、青枠：参入希望あり）で、調査、設置、O&Mについては幅広く参入が確認された。
⚫ 製造業についても、主要部品の製造実績が確認されたものの、今後主流となる10MWクラスのナセル内大型部品は製造されておらず、今後の技術開発・設備投資

が必要であることが判明。また、主要大型部品であるブレード及びタワーの完成品も、国内では製造されていない状況にある。（2020年3月現在）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電関連産業への地元企業の参入難易度

出所：三菱総合研究所 2023年2月21⽇「洋上風力関連産業への地元企業の参入可能性」

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 洋上風力発電事業の業務分野ごとに、地元企業の参入難易度を調査した三菱総合研究所によると、最も参入しやすいのは「調査・開発」で、「設置」「O&M(運用・
維持管理)」「撤去」は同程度で比較的参入可能性が高い。「製造」は設備投資やコスト面から相対的に参入ハードルが高いが、機会は拡大している、としている。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力と親和性の高い産業・職種

出所：一般社団法人⽇本風力発電協会 2022年6月「洋上風力スキルガイド 第1版」 

◆親和性の高い職種一覧

◆親和性の高い産業一覧

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 『洋上風力スキルガイド』では、業務分野別に、親和性の高い産業・職種（洋上風力発電事業の業務に従事できる可能性が高い産業・職種）を整理している。
⚫ 石狩市内企業は自社の参入可能性や、必要資格・キャリア形成の検討に活用できる。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力市場への国内企業の参入状況の整理（1/3）

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 84ページを基に、国内企業が参入実績のある洋上風力関連市場を整理した。

分類 小分類 種目

調査開発

作業

環境アセス

環境調査

風況調査

地盤調査

設計・エンジニアリング

船舶
気象・海象観測船

地質調査船

風車製造

ナセル

発電機

増速機

主軸受

ヨーシステム

ブレーキシステム

風速・風向計

ホイスト

航空障害等

雷保護・落雷検出装置

ハブ ピッチ駆動システム

電力変換器

パワーコンバーター

変圧器

スイッチギア

分類 小分類 種目

風車製造

ブレード 構造用複合材料

タワー

タワー用鋼材

ボルト

フランジ

昇降機・はしご

基礎製造 基礎製造 基礎用鋼材

電気系統 電気設備

エクスポートケーブル

アレイケーブル

ケーブル保護

陸上ケーブル

陸上変電所

設置
作業

風車の設置

基礎の設置

洋上変電所の設置

海底ケーブルの敷設

航行管制

気象・海象予測

陸上ケーブルの敷設

陸上変電所の建設

船舶 起重機船

分類 小分類 種目

設置 船舶

SEP船

CTV（小型アクセス船）

警戒船

O＆M

作業

風車の維持管理

基礎の維持管理

海底ケーブルの維持管理

洋上変電所の維持管理

人材育成

安全点検

機材 UAV（ドローン）

船舶
SEP船

CTV（小型アクセス船）

撤去

作業

風車の撤去

基礎の撤去

海底ケーブルの撤去

船舶

起重機船

SEP船

CTV（小型アクセス船）

警戒船

＜国内企業の参入実績のある洋上風力市場＞
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力市場への国内企業の参入状況の整理（2/3）

＊出所：経済産業省「令和3年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）調査報告書」 

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 特に製造段階（前ページ、風車製造~基礎製造）の整理にあたっては、各製品を構成する部品や部材加工の二次下請けも考えられるため、既往調査*をもとに風車
製造に係る部品・加工技術まで細分化して整理した。

＜国内企業の参入実績のある洋上風力市場のうち製造段階の細目（1/2）＞

分類 種目 部品 部材加工

ナセル

発電機

フレーム（カバー） 鋳造、塗装

回転子（ローター） 鍛造・鋳造、切削、表面処理、研磨

固定子心 鍛造・鋳造、切削、表面処理、研磨

固定子巻線 表面処理

界磁鉄心 鍛造・鋳造、切削、表面処理、研磨

シャフト 鍛造、旋削、熱処理、表面処理、研磨

ブラシ 粉体材料混合、金型製造、高圧成形、焼成

カップリング・ボルト 鍛造、転造、熱処理、表面処理

カップリング・ナット 鍛造、タッピング、熱処理、表面処理

カップリング・座金 打抜き、幅・面取り、表面処理

カップリング・ブシュ 打抜き、プレス、幅・面取り、内外径仕上げ、表面処理

増速機

増速機ハウジング 鋳造、塗装

キャリア 鍛造・鋳造、切削、表面処理、研磨

ギア（歯車）
鍛造・鋳造、旋削、歯切り、歯面仕上げ、熱処理、
表面処理、研磨

ベアリング
鍛造、切削、熱処理、研磨、型打ち（金型成形）、
バリ取り、研磨

軸 鍛造、旋削、熱処理、表面処理、研磨

ディスクブレーキ 鍛造・鋳造、切削、表面処理、研磨

潤滑剤 －

非常電源 －

冷却装置 －

内部作業用クレーン －

分類 種目 部品 部材加工

ナセル

主軸受

主軸 鍛造、旋削、熱処理、表面処理、研磨

主軸ベアリング
鍛造、切削、熱処理、研削、型打ち（金型成
形）、バリ取り、研磨

ヨーシステム

ヨー旋回
ベアリング

鍛造・鋳造、旋削、研削、型打ち（金型成形）、
バリ取り、歯切り、歯面仕上げ、熱処理、表面処
理、研磨

ヨー旋回モータ
鍛造・鋳造、旋削、研削、切削、型打ち（金型
成形）、バリ取り、曲げ加工、穴あけ加工、溶接、
熱処理、表面処理、研磨

ブレーキシステム

減速機 －

ヨーブレーキ 鍛造、切削、表面処理、研磨

制御盤 －

風速・風向計 － －

ホイスト － －

航空障害等 － －

雷保護・落雷
検出装置

避雷針

避雷ブラシ 粉体材料混合、金型製造、高圧成形、焼成

ハブ ピッチ駆動システム

ピッチ旋回
ベアリング

鍛造・鋳造、旋削、研削、切削、型打ち（金型
成形）、バリ取り、歯切り、歯面仕上げ、熱処理、
表面処理、研磨

ピッチ旋回
モータ

鍛造・鋳造、旋削、研削、切削、型打ち（金型
成形）、バリ取り、曲げ加工、穴あけ加工、溶接、
熱処理、表面処理、研磨
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力市場への国内企業の参入状況の整理（3/3）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

分類 種目 部品 部材加工

ハブ
ピッチ駆動
システム

減速機
鍛造・鋳造、旋削、研削、切削、型打
ち（金型成形）、バリ取り、熱処理、
表面処理、研磨、歯切り、歯面仕上げ

制御盤 －

バッテリー －

スリップリング －

位置検出器 －

油圧シリンダー －

油圧ポンプ －

制御バルブ －

蓄圧器 －

電力変換器

パワーコン
バーター

筐体 －

IGBT素子 －

VCB －

制御回路盤 －

コンデンサー －

スイッチ類 －

冷却装置 －

変圧器

ケーシング －

コイル －

ケイ素鋼板 －

放熱器 －

絶縁油、樹脂 －

分類 種目 部品 部材加工

電力変換器 スイッチギア

筐体 －

遮断器 －

ヒューズ －

リレー －

UPS －

表示灯 －

ブレード 構造用複合材料

シェル（外皮）
金型製造、部品積層、真空含浸、
加熱硬化

翼保護膜 コーティング

桁 溶接

ボルト等 鍛造、転造、熱処理、表面処理

レセプター 切削

タワー

タワー用鋼材 － 切断、曲げ加工、溶接、表面処理

ボルト － 鍛造、転造、熱処理、表面処理

フランジ － 鍛造、圧延、熱処理、切削、表面処理

昇降機・はしご
昇降機 －

はしご 機械加工、溶接、表面処理

基礎製造 基礎用鋼材
アンカーリング 切断、曲げ加工、溶接、塗装

アンカーボルト・プレート 切断、曲げ加工、溶接、塗装

＜国内企業の参入実績のある洋上風力市場のうち製造段階の細目（2/2）＞

＊出所：経済産業省「令和3年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）調査報告書」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電の産業構造

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 

⚫ 洋上風力の産業構造（発注形態）の例。契約形態はプロジェクトごとに多様なパターンが存在するが、ここでは風車以外の部品の設計(Engineering)・資材調達
(Procurement)・建造(Construction)・設置(Installation)をEPCI事業者が一括して行うEPCI契約*の場合における各ステークホルダーの関係を示している。

＊風力発電の建設において一般的な契約形態
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電事業における地元への主な業務

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 令和5年3月「令和4年度地域経済産業活性化対策等調査事業（地域における洋上風力産業の在り方について）調査報告書」 

⚫ 洋上風力発電事業の各業務分野において、地域企業が関われる主な業務については以下の図のように整理できる、とされている。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

風力関連事業者への既往アンケート調査

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 石狩市が構想する、洋上風力の地場産業化に向けた組織体（プラットフォーム）への参画企業や必要な準備・取組み等検討の参考とするため、風力関連事業者を
対象とした既往調査から、洋上風力の各開発工程において発電事業者が希望する委託先について整理した。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 

◼ 調査は、文献・ウェブによる公開情報の収集に加えて、

国内で活動する風力関連事業者へのアンケート調査、

及びヒアリング調査により情報を収集し、取りまとめを

行った。

◼ アンケート調査、ヒアリング調査ともに、市場を構成する多

様なステークホルダーを対象に実施し、多面的な意見・

情報を収集した。

【 調査概要 】



70

洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

風力関連事業者への既往アンケート調査結果（「望ましい委託先」についての発電事業者による回答） （1/3）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 調査・設計分野において、同様に「望ましい委託先」を聞いた輸送事業者・施工事業者の回答と比較すると、風況・気象調査と海象・海底調査において海外企業を
選択している回答数が多い。

⚫ 回答理由として、品質、過去の業務実績を挙げている事業者が多い。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

風力関連事業者への既往アンケート調査結果（「望ましい委託先」についての発電事業者による回答） （2/3）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 輸送において、外航海運は⽇本企業と海外企業の選択数は概ね同数。内航海運は日本企業・日本地元企業が大半を占めた。
⚫ 回答理由として、過去の業務実績、価格を挙げている事業者が多い。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

風力関連事業者への既往アンケート調査結果（「望ましい委託先」についての発電事業者による回答） （3/3）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 風車や基礎の施工・設置においては、大多数の回答者が⽇本企業を選択。一方で、同様の設問をした輸送事業者・施工事業者と比較すると海外企業の選択比率
が高まった。

⚫ 回答理由について、開発フェーズによる差異は見られず、品質・過去の業務実績が重視されている。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

風力関連事業者への既往アンケート調査結果（「O＆Mにおける地元企業の活用機会」についての発電事業者による回答）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 発電事業者に対し、現時点で想定されるO&M業務実施体制及び委託予定業務の種類について調査したところ、O&M業務については、回答者の大半が風車メーカー
に委託（稼働率保証契約）すると回答している。

⚫ 一部外部委託のうち、⽇常点検は「運転監視業務」「海域巡視業務」が挙げられ、特に後者については、地元企業への委託を想定している事業者が存在する。

⚫ 一部外部委託のうち、定期点検や故障対応は、基本的には海外企業への委託が想定されているが、「点検能力・技術力があれば⽇本企業に委託したい」、「異常発
生時に速やかに対応することが可能と思われる」、「費用面、天候・海象条件に応じた柔軟な対応が可能と思われる」という理由から、⽇本企業への委託を希望する事
業者が存在する。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 

Q：O&M業務における地元企業の活用機会について
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

国内サプライチェーン形成に係る課題と必要施策

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 既往調査では、国内サプライチェーン形成に向けた主要な課題、国や自治体、業界等に求められる支援策、必要となる技術開発課題を抽出している。
 それによると、共通する課題認識として最も顕著であったのは「国内市場の不確かさ（導入目標や将来市場規模の不透明性）」であった。

出所：資源エネルギー庁 2020年3月19⽇「令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（洋上風力に係る官民連携の在り方の検討(サプライチェーン形成に向けた仕組みの検討等)のための調査）」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力に関わる完成品メーカーへの既往ヒアリング調査

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 完成品メーカーに対し、サプライヤー選定の実態を聴取するとともに、マッチング資料（ドラフト）を提示しながら、サプライヤー・データベースに対する期待・要望を収集。

出所：経済産業省 2022年2月25⽇「令和3年度内外一体型の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）」調査報告書

【 調査概要 】
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力に関わる完成品メーカーへの既往ヒアリング調査結果（1/2）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 以下は、マッチング精度を高める上で必要な情報についての意見。

出所：経済産業省 2022年2月25⽇「令和3年度内外一体型の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）」調査報告書 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力に関わる完成品メーカーへの既往ヒアリング調査結果（2/2）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ サプライヤー選定における、完成品メーカーの現状の情報取得方法の実態についても把握。

出所：経済産業省 2022年2月25⽇「令和3年度内外一体型の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）」調査報告書
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力に関わる完成品メーカーへの既往ヒアリング調査結果からの課題及び課題解決方向性

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 完成品メーカーの視点から、サプライヤーとのマッチング、国内サプライチェーン強化における課題感を抽出し、課題解決方向性を検討。

出所：経済産業省 2022年2月25⽇「令和3年度内外一体型の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（製造業の受発注マッチング促進に向けた基礎調査）」調査報告書 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

道内の風力関連事業者への既往ヒアリング調査

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 石狩湾新港、道内の主要な港湾における産業集積の現状の把握、及び仮説としてのO＆M港としての可能性把握を目的に、関係事業者にヒアリング調査を実施。

出所：石狩市「令和5年度石狩市沖及び北海道域における洋上風力導入に伴う地域への経済効果等に関する基礎調査報告書」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

道内の風力関連事業者への既往ヒアリング調査結果（発電事業者による回答「石狩市への要望等」 ※抜粋）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 地元企業に対しては、早い時期からの洋上風力発電事業に関する説明機会の提供が有益であり、発電事業者（応札者）側にとっても、関心のある地元企業がわか
れば早い時点で組み込めるよう声掛けが可能との意見があった。

⚫ また、石狩市として洋上風力発電事業で実現したいビジョンや発電事業者に実施してほしい地域貢献策について、積極的に発信すべきという意見も出た。

出所：石狩市「令和5年度石狩市沖及び北海道域における洋上風力導入に伴う地域への経済効果等に関する基礎調査報告書」 
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

道内の風力関連事業者への既往ヒアリング調査結果（O＆M事業者による回答 ※抜粋）

３. 石狩市内企業調査  （1）市内企業の洋上風力関連産業参入検討に資する既往調査・文献 調査

⚫ 今後の事業活動の展望については、市場の伸長、新技術の必要性が見通せる中、人材育成や他社連携を重視したいという意見が出た。
 その中で、石狩湾新港付近でのトレーニングセンター設立の可能性も皆無ではないという意見もあった。
⚫ 自治体、地元企業ともに、事業者任せの受け身の姿勢ではなく、主体的に参画するという意識に切り替えることが重要であるという意見が出た。

出所：石狩市「令和5年度石狩市沖及び北海道域における洋上風力導入に伴う地域への経済効果等に関する基礎調査報告書」 

分類 項目 主な意⾒ 

今
後
の
事
業
活
動
の
展
望

市況の見通し

市場の伸長
•洋上風力・陸上風力においても、市場は今後伸びていくことが予想される。
•陸上風力発電は、FITによる固定価格買取期間終了を迎える時期でもあり、リプレースや事業継続の検討等様々な選択肢が生じてきている。
そのため、今後も取り扱い数が減ることはない見通しである。

技術トレンド •洋上風力発電は、これまで「着床式」が中心で扱われてきたが、国内では、直近半年で議論が盛んになってきた「浮体式」への対応が必要。

サードパーティ

•新しい風車では洋上風力、陸上風力含めて知らない技術もあるため、なるべくメーカーの下に入ってメーカーから保守メンテナンスが引き継げる
ようになりたい。

•サードパーティ系O＆M事業者について、メーカーは技術流出を恐れて、これらのO＆M専業会社とは付き合いたがらない傾向がある。
•そのため、メーカーが発電事業者と直接、FSAの契約を行うことが多い。

戦略的活動の予定・
注力したい分野

人材育成
•人材確保・人材育成にも尽力したい。昨今の市場の急成長により、人材不足は深刻である。
•O＆Mについては人材育成をしていくしかない。

トレーニング
•トレーニングセンターに関して何か協力できることがあれば連携する可能性はゼロではない。
•洋上風力発電に関して、O＆Mに限らず、トレーニングやツール提供・点検などから始めていきたい。

浮体式への対応 •「浮体式」への対応、BOP（Balance of Plant）案件への進出など、今まで取り組んでこなかった部分にも取り組む必要性を感じている。

他社連携
•新たに風力発電のO＆M事業に参入を考えている企業とのタイアップについては前向きに検討したい。
•自社だけではできないため、風力発電のメンテナンス業界全体で様々な業種と連携して取り組みたい。

石
狩
市
へ
の
要
望
等

人材育成への支援
•今後、北海道の案件が増えてくるため、人材不足であることが否めない。そのため、人材育成の企画ができると有難い。そのような可能性が
あればお声がけしてほしい。

•人材の確保及び地元活用がOM事業者として重要。

自治体の協力と主体的参画
•洋上風力発電のO＆Mは約20年間に亘る長期的なものなので、地元自治体の協力がなければ成り立たない。
•自治体は、事業者と一緒にやっていく、という意識が必要。

地元企業の意識変革
•洋上風力発電が誘致されれば何もしなくても仕事が舞い込んでくると考えている地元企業が多いが、その認識は改めてもらう必要がある。
風車メンテナンス等の勉強に積極的な企業でないと、仕事を任せることはできない。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

石狩市内企業の洋上風力発電関連産業参入状況・意識等調査

【アンケート調査概要】

調査目的

✓ 石狩市内の中小企業等における風力発電関連産業（洋上・陸上にかかわらず）への参入状況や意欲について広く把握するとともに、

次年度以降に予定している、参入に係る課題や行政への要望等を深掘りするヒアリングの対象企業抽出に資するデータを取得する。

✓ 洋上風力関連産業の地場産業化に向けた組織体構築のための取組検討に資するデータを取得する。

調査手法
石狩商工会議所及び石狩湾新港企業団地連絡協議会より会員のメールアドレスを提供いただき、

Microsoft Formsで作成したアンケートのリンク（URL）を配信、回答いただいた。

調査対象 ・2024年10月25⽇、12月4⽇実施の地域企業向けワークショップに参加した企業・団体等 26社

サンプル数

配信数 26社

回収数 18社 回収率：69.2％

実施期間 2024年12月10⽇～2024年12月20⽇

調査項目

✓ 洋上風力関連産業への参入状況・関心

 ＊参入済（撤退済含む）または参入に関心のある企業について、

✓ 関連する生産工程

✓ 参入に係る課題、参入障壁

✓ 行政等に希望・期待する支援策

✓ ワークショップに対する期待・要望 など

３．石狩市内企業調査  （2）市内企業アンケート調査

⚫ 石狩市における洋上風力発電機運醸成のための地域企業向けワークショップ 第1・2回に参加した、石狩市内を中心とする企業・団体を対象に、洋上風力発電関連
産業に関する意識等調査を実施した。

⚫ 本アンケート調査では、洋上風力発電関連産業に係る参入状況・参入意欲をはじめ、参入に係る課題や行政への要望等を聴取した。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

石狩市内企業の洋上風力発電関連産業参入状況・意識等調査結果 【まとめ】

３．石狩市内企業調査  （2）市内企業アンケート調査

分類 項目 回答内容

風力発電関連産業への
参入状況・関心

参入状況・関心
✓風力発電関連産業への参入について、参入意向/関心がない市内企業はごくわずかであるものの、「関心はあるが、参入の仕方がわからない」企業が多い。
✓また、本事業（地域企業向けワークショップ）には、直接関わる業種でない企業も複数参加しており、風力関連産業参入への関心の高さがうかがえる。

参入/関心等ある
生産工程

✓風力関連産業に参入している/ していた/ 検討している/ 関心がある  「生産工程」で、最も多いのは「O＆M」だが、「わからない」も同様に多い。
✓「設置・建設」も比較的多くなっている。

洋上風力関連産業
への参入経緯など

✓洋上風力関連産業への参入経緯として最も多いのは「既存取引先からの打診」で、「新規取引先からの打診」が次に多くなっている。
✓講義や研究関連で参入している企業もある。

洋上風力発電関連産業
への参入障壁

参入経験のある企業
の参入障壁

✓過去含め参入企業にとっての参入障壁は、「技術力・専門性と関連情報の不足」が圧倒的。参入に際しては、専門分野の人材が不可欠であり、また、現状、
情報が少なく、求められていること・できることがわかりにくいという声が聞かれた。

✓「販売先・取引先の開拓および市場情報不足」、「生産設備・人材等の確保と関連事業計画立案、資金調達」を大いに課題とする企業もある。

参入を検討・関心等の
ある企業の参入障壁

✓参入を検討中もしくは関心がある、もしくはわからない市内企業にとっての参入障壁は、「適切な技術や情報を提供してくれるカウンターパートがいない」ことや、
「洋上風力のメインプレイヤーとなる大手企業とのつながりがない」こと。課題として、「先んじた情報提供や提供者とのつながり」「発電事業者や元請企業に対する、
地元への発注や試用等への働きかけ」の必要性、「アプローチの仕方や認可等の手続き方法、必要とされる技術力等のレベル感などがわからない」などが挙げられた。

✓「事業の予見性がなく、投資のタイミングが読めない」ことを大いに課題とする企業もある。

不足している経営資源 ✓参入に際し不足している経営資源として最も多いのは「技術人材」。 「市場情報・他社とのネットワーク」、「情報、知見」、「機械・設備」という企業もある。

外部環境の障害 ✓参入に際し、外部環境の障害として最も多いのは「海外企業とのやり取りや外国語の設計書」。 「閉鎖的な市場環境」や「業界特有の商習慣」という企業もある。

行政等に期待する支援 ✓洋上風力関連産業参入に際し、行政には「販路開拓・関連企業とのマッチング機会の提供」を求める企業が多い。「設備投資等の補助」を求める声も多い。

石狩市の洋上風力関連産業の振興、
地場産業化について

✓洋上風力の地場産業化に向けては、「地域一体となって参入可能な事業等を理解・把握し、新ビジネス創出や地域の発展など 地域企業を優先した/地元に
恩恵のある取組をしていく」、「人材教育まで含め広く洋上風力関連情報の集約一元化・共有」、「直接的関わりがなくとも何らかの形で貢献・協力したい」といった

 意見が出された。

市内企業の洋上風力産業参入を実現
するための組織体について

✓組織体への参画を希望する市内企業が望むのは、「責任・覚悟をもって積極的・主体的に活動し柔軟な対応ができる」組織体であり、組織体の機能として
「石狩市の洋上風力の窓口」、「洋上風力産業に限らず広く石狩市や地域企業の活性化を行う」といった意見が挙げられた。

⚫ 洋上風力発電関連産業への参入に対し石狩市内企業の関心は高いが、検討・実現に向けてはあらゆる面で「情報、知⾒・知識」の不足を感じている。
 さらに、技術や情報を提供してくれる相手や大手企業とのつながり等ネットワークの不足や、技術力や専門性の不足が参入障壁であるととらえている。

⚫ 外部環境に起因する参入障壁としては、海外企業とのやり取りや外国語の設計書が大きく、閉鎖的な市場環境や業界特有の商習慣にもハードルを感じている。

⚫ 市内企業は、「広く洋上風力関連情報の集約一元化・共有」「石狩市の洋上風力の窓口」として機能する、積極的・主体的に活動し柔軟な対応ができる組織体で、
地域一体となって参入可能な事業等を理解・把握し、新ビジネス創出や地域の発展など地元に恩恵のある取組みをしていくことを望んでいる。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

次年度以降の本事業方針検討のための市内事業者アンケート調査

３．石狩市内企業調査  （2）市内企業アンケート調査

【アンケート調査概要】

調査目的
✓ 地域企業向けワークショップを中心に今年度の本事業の取組みを総括し、次年度以降の活動の方針検討に資するデータを取得する。

✓ 洋上風力関連産業の地場産業化に向けた組織体構築のための取組検討に資するデータを取得する。

調査手法
石狩商工会議所及び石狩湾新港企業団地連絡協議会より会員のメールアドレスを提供いただき、

Microsoft Formsで作成したアンケートのリンク（URL）を配信、回答いただいた。

調査対象 ・2025年2月14⽇実施の地域企業向けワークショップに参加した企業・団体等 25社

サンプル数

配信数 25社 （※オブザーバーには配信していない）

回収数 11社 回収率：44.0％

実施期間 2025年2月20⽇～2025年2月28⽇

調査項目

✓ 地域企業向けワークショップ第3回、及び全体に対する意見、満足度

 ＊次年度以降の活動について

✓ 地域企業の洋上風力関連産業参入及び地場産業化を実現するための組織体の活動に関する意見、要望

✓ 組織体への部会制の導入に関する意見、要望

✓ 組織体の円滑なコミュニケーションのしくみに関する意見、要望 など

⚫ 石狩市における洋上風力発電機運醸成のための地域企業向けワークショップ 第3回に参加した、石狩市内を中心とする企業・団体を対象に、本事業（洋上風力発
電普及啓発推進事業）に関する調査を実施した。

⚫ 本アンケート調査では、全3回にわたり実施してきたワークショップの評価や意見・要望、及び次年度以降の本事業における活動に関する要望等を聴取した。
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

次年度以降の本事業方針検討のための市内事業者アンケート調査結果 【まとめ】

３．石狩市内企業調査  （2）市内企業アンケート調査

分類 項目 回答内容

今年度の本事業について
（意見、評価）

第3回ワークショップ
への感想、意見

✓風力発電設備専門メンテナンス会社の講演や秋田意見交換を通じて、業界理解や参入課題の把握、また、様々な業種の異なる視点からの多様な考えに触れる
 機会となり参考になったという声が多い。

✓ワークショップへの参加を通じ異業種交流の必要性・重要性が認識されつつも、より活発な意見交換、積極的・能動的な交流のしかた、他力本願でなく各自・各社
の主体的な取組みが必要との意見が挙げられた中で、洋上風力にとどまらずまちづくりという文脈で具体的な取組みをイメージする者もあった。

第3回ワークショップ
の満足度

✓第3回ワークショップの内容に不満を感じた者はおらず、「満足」とする回答が8割を超えた。
✓参加者間で多様な意見・情報の交換ができたことが「満足」の要因である一方、「意見交換の時間」「各社毎の具体的な取組内容の共有」「若手参加者」の不足

が指摘された。

ワークショップ全体
への感想、意見

✓計3回のワークショップへの参加を通じ、洋上風力についての継続的な知識・情報収集及び、スピード感を持った組織体結成の必要性が認識され、さらに、アイデア
 や意見を出すだけでなく参加者各自の主体性、実行力に課題が感じられている。

✓直接的な洋上風力関連事業に限らず、洋上風力を契機としたまちのブランディング、まちづくりこそ重要、との意見も出された。

ワークショップ全体
の満足度

✓計3回のワークショップは総じて「満足」とする回答が7割を超え、不満を感じた者はいなかった。
✓参加者間で意見・情報・知識の交換・共有ができたこと、前向きな地域企業と交流できたことが満足度につながっている。
✓風力関連ビジネス参入のハードルの高さを改めて認識し、風力ビジネスを前面に出した取組に限界を感じるという意見もあった。

次年度以降の本事業
について

所属を希望する
組織体内の「部会」

✓組織体内に設ける部会について、「業界研究」と「新事業検討」への所属希望が同数で多く、次いで「教育・広報活動」となっている。

部会活動以外に希望
する組織体の取組み

✓今後の組織体の活動として、引き続き洋上風力業界で実働している関係者によるリアルな情報提供や、先進地視察調査などが期待されている。
✓また、石狩のまち及び、地域企業同士お互い「よく知る」ことや、発電事業者へのアプローチといった取組みも挙げられた。

組織体の活動に関する
考え・要望

✓勉強会や知識の習得も大事だが、それらを基に実際に行動に移し実践していくこと、かつスピーディに行っていくことが組織体の活動に求められている。
✓洋上風力に限定せず、若い人も共感するまちづくりを主軸においた、地場の新産業の創出、地域活性化の取組みが必要との意見も挙げられた。

組織体の円滑なコミュニ
ケーション手法について

✓組織体の円滑なコミュニケーションをはかるため、約半数がLINEオープンチャットやslack等既存のチャットツール等を使用したほうがよいと考えているが、具体的に
 どのツールがよいかはわからないとする回答が多い。

⚫ 本事業の地域企業向けイベント(ワークショップ)は参加者に概ね好評であり、地域企業間の異業種交流の重要性が認識され、機運醸成に一定の効果が認められた。
次年度以降も洋上風力業界で実働する関係者による情報提供や意見交換に加え、具体的な取組みに向け各社がより主体的に行動していくことが求められている。

⚫ 組織体の具体的取組みとして市が提案する「業界研究」「新事業検討」「教育・広報活動」の部会制に異存はなく、全体会合と併せ連携しながら活動していく予定。
⚫ 組織体の活動及び企業間交流の活性化・実効化のため、既存コミュニケーションツールの導入を検討、次年度以降実装していく。

⚫ 組織体の活動は、その領域を洋上風力に関連する事業に限定せず、洋上風力を契機とした石狩のまちづくり、地域活性化ととらえることで、洋上風力に直接関係す
る企業もしない企業も含めてそれぞれの立場でビジネスの機会を模索・検討し、新ビジネスを実現することを目指していくべきであるとの考え方が提示された。
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４．洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチング及び

洋上風力産業参入を実現するための組織体の在り方検討
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

地域企業の洋上風力産業参入に向けた組織体の在り方検討フロー

４．洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチング及び洋上風力産業参入を実現するための組織体の在り方検討

２．洋上風力先進地調査

（1）秋田県（秋田市・能代市ほか）

（2）千葉県銚子市

（3）長崎県五島市

（4）福岡県北九州市

（5）その他（室蘭市、福島県、青森県）

３．石狩市内企業調査
（1）市内企業の洋上風力関連産業参入

検討に資する既往調査・文献 調査
・洋上風力市場への国内企業の参入状況、難易度
・発電事業者、完成品メーカーのニーズ、課題感
を中心に整理。

（2）市内企業アンケート調査
石狩市内に本社･事業所等を置き、右記ワーク
ショップに参加した企業・団体を対象に、洋上風力
関連産業参入に関する意識調査を実施。

５．機運醸成策の検討・実施

（2）地域企業向けイベントの実施

⇒ ワークショップの開催（全3回）

洋上風力やまちづくりに関わる有識者・専門家の

講演＋地域企業の洋上風力産業参入に向けて

企業が連携して何ができるか・何をすべきか、また

将来のまちづくりについて、意見交換・グループワーク

を開催。

各先進地域で、洋上風力関連産業への地元
企業の参入促進、地域産業の育成及び雇用
創出と地域経済の発展を目的に立ち上げられ、
参入実現や参画企業拡大等成果を上げている
組織体の体制及び“マッチング”に関する取組み
のポイントを抽出。

洋上風力発電事業者や完成品メーカー等発注
側と、地域企業双方の受発注マッチングにおける
ニーズ・ギャップ・課題から、石狩市内企業の市場
参入に際しての課題感や要望を踏まえたうえで、
課題を解決する方向でのマッチングの在り方及び
組織体の取組みポイントを抽出。

洋上風力発電事業者として出資・参画し、地域
企業による組織体のとりまとめ役としても活動する
秋田市の地域企業や、メンテナンス専業として
⽇本最大のサードパーティである企業の講演及び
石狩市内企業の意見集約から、地域企業が
市場参入に臨む姿勢、ポイント、石狩市内企業
による組織体の取組み方向性を抽出。

各種調査における、地域企業の洋上風力関連産業参入に関わるファクト・知⾒の把握

洋上風力市場における受発注マッチング促進及び地域企業による組織体構築に向けたポイントの抽出

洋上風力関連企業と市内企業のマッチング及び洋上風力産業参入実現のための組織体の在り方検討  
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

地域企業の洋上風力産業参入に向けた組織体（結成）の要諦（1/2）

４．洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチング及び洋上風力産業参入を実現するための組織体の在り方検討

⚫ 洋上風力先進地の文献・ヒアリング及び洋上風力関連産業参入に関する既往調査等机上調査と、石狩市内企業アンケートから、市内企業が連携して結成する組織
体に求められる要素、機能を整理した。

組織体に必要な要素

✓意識改革（待ちの姿勢・他力本願 → 主体的・能動的に）
洋上風力の恩恵が自動的に降ってくる，誰かがやってくれるだろう・やってほしいといった待ちの姿勢からの意識改革(やる気・覚悟)が必要。

✓キーパーソン、中核企業 によるリーダーシップ ⇒民間主導
地域への洋上風力発電導入、再エネ産業発展等について、大きな危機意識、もしくは自事業・地域にとって千載一遇のチャンスとの強い思い等から、強力な自分事化により、リーダーシップを発揮。

✓発電事業者による地元理解と協力
- 洋上風力関連産業への地域企業参入＝重要な地元貢献策の1つとの理解。
- 発電事業者コンソの強み・リソースの活用、提供による地域貢献。

✓発電事業者サイドと地元サイド間の密なコミュニケーション（発電事業者への積極的アプローチ含む）、信頼関係

✓地域一体で取り組み、シェアするという考え方の共有
地域企業の連携強化、同業他社との連携・分業等による地域競争力の強化。“チームで勝つ、発展する”という考え方。 ＊会員規約化してもよいのでは

✓継続・アクティブ化、自走化するしくみ
主体的・能動的に動けるしくみ、自分事化するしくみ

✓産官学金＋様々な支援機関 の多様な連携、 ネットワークの形成



89

洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

地域企業の洋上風力産業参入に向けた組織体（結成）の要諦（2/2）

４．洋上風力先進地の関連企業と市内企業のマッチング及び洋上風力産業参入を実現するための組織体の在り方検討

※赤文字＝市内企業アンケートで、特に求められていること

⚫ 洋上風力先進地の文献・ヒアリング及び洋上風力関連産業参入に関する既往調査等机上調査と、石狩市内企業アンケートから、市内企業が連携して結成する組織
体に求められる機能を整理した。

組織体に望ましい機能

初期から 中長期

✓講演会やセミナーの開催をはじめとした業界情報の共有・提供、意見交換

✓（大手企業等との）ネットワーク構築

✓（情報・知見不足を補う）勉強会（部会等による自主開催）、研修会

✓先進地視察

✓国内外の発電事業者・関係者との交流機会、ビジネスマッチングの場の提供

✓展示会、商談会等への出展支援をはじめとした販路開拓

✓専門家招聘等による相談受付やコンサルティング（技術力や専門性不足への対応）

✓洋上風力発電関連産業における人材育成（経験者登用も含め、人手不足対策が必）

✓視察受入

✓洋上風力に関する啓発、情報発信、広報（特に学生、住民向け）

✓国内外の行政機関やクラスター団体等との連携関係構築

✓会員企業の情報集約、データベース化・見える化（対発電事業者等発注者）

✓ポータルサイトの開設、運営

✓行政等による各種支援策の情報共有

✓会員受付、総会等の資料作成・運営などの事務局機能

◎洋上風力関連情報を集約一元化した、石狩市の洋上風力の窓口として機能する
＊地域企業のことがわからない発電事業者・元請企業がまずアクセスする窓口として
（完成品メーカーヒアリングでも、「地域におけるまとめ役企業、地域におけるネットワーク情報も重要」としている）

◎各社それぞれの立場でビジネス機会を模索する分科会や部会を通じて、参入可能な事業等を理解・把握し、
新ビジネス創出や地域の発展など地元に恩恵のある取組みを行っていく

⇓

組織体の取組みは、 洋上風力を契機とした石狩のまちづくり、地域活性化 である
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５．機運醸成策の検討・実施

（1）コンテンツの制作

（2）地域企業向けイベントの実施

（3）学校向けイベントの実施

（4）市民向けイベント（実証）の実施
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

若年層向け映像コンテンツおよび出前講座資料・マニュアルの制作

５．機運醸成策の検討・実施  （1）コンテンツの制作

【実施目的】

若年層の洋上風力発電への興味・関心を生み出す、洋上風力発電所のスケールを

体感できる印象的なコンテンツを作成することを目的とする。

【制作物】

VR映像1本と2D映像（新規撮影素材および既存撮影素材）2本を組み合わせた

映像コンテンツ、出前講座用投影資料・マニュアル、ワークシート

【新規映像の撮影日時】

2024年9月2⽇（月） 14:00～17:00

2024年9月3⽇（火） 9:00～16:00

【撮影場所】

石狩湾新港西埠頭・東埠頭・石狩市有地（管理組合に許可された地点）

【撮影者】

株式会社SUN Reality

【全体ディレクション】

株式会社JTB

【オブザーバー】

石狩市

【映像提供（一部）および撮影物確認】

株式会社グリーンパワーインベストメント

▲投影資料（一部） ▲マニュアル（表紙）

▲VR映像（一部抜粋） ▲2D映像（一部抜粋）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向けワークショップ 第1回「風がふく町、石狩の将来を考える。」

【実施目的】

洋上風力発電が立地する石狩湾新港、及び今後計画が予定されている石狩市沖

の活用により、より多くの市内事業者が洋上風力発電事業に関わることで、地域経

済の活性化を目指すため、官民が連携して洋上風力の地場産業化に向けたプラット

フォームを構築し、各事業者が主体的にこれに関わり一体となって業態転換や参入

等に取り組んでいく機運を醸成する。

【開催日時】

2024年10月25⽇（金） 15:00～18:00

【会場】

石狩商工会館3階 大ホール  + オンライン

（石狩市花川北6条1丁目5番地）

【ファシリテーター】

伊東 将志 氏

一般社団法人つちからみのれ ファウンダー

内閣府 地域活性化伝道師

株式会社温泉道場 監査役

【参加者】

地域企業17社・25名

時間 メニュー 担当

15:00 開始・開会挨拶 石狩市市長 加藤氏

15:05 事業趣旨説明
石狩市 企業連携推進課
新産業創出担当課長

15:20 講演
一般社団法人つちからみのれ
ファウンダー 伊東氏

16:25 休 憩

16:35 グループワーク

参加者全員

16:45 ・講演の感想共有と自己紹介

17:15
・石狩市について考える
～強みや弱み・地域資源等について

17:45 ・各グループ発表

18:00 講評・終了挨拶 進行 伊東氏

18:15 終了

【次第】

■第1回ワークショップの概要

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向けワークショップ第1回の検討結果

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施

⚫ 第1回ワークショップには約30人が参加、洋上風力を契機として活性化を目指す石狩市の課題や、地域企業としてどのような将来像を目指すのかについて意見交換し、
洋上風力に関連した地域の取組みを検討するためのキーワードを収集。

⚫ 次回以降、以下のような目標と課題を踏まえ、どのような方向性の取組みを地域として進めるべきか、そして組織体として、各企業の具体的な取組みや体制について
検討を進めていく。

第1回ワークショップ
の検討結果

▲ワークショップの様子
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向け洋上風力情報交換会 第2回「洋上風力×地域企業の在り方とは？」

【実施目的】

より多くの市内事業者が洋上風力発電事業に関わることで、地域経済の活性化を

目指すため、官民が連携して洋上風力の地場産業化に向けたプラットフォームを構

築し、一体となって関連産業参入等に取り組んでいく機運を醸成すると共に、1回目

のワークショップを経て可視化された、石狩市や産業的な課題・将来性を踏まえ、多

様なジャンルの話題を設定して同じテーマに興味を持つ参加者同士、意見・情報交

換しながら、多くの企業が洋上風力を通して活躍できる仕組みのヒントを探る。

【開催日時】

2024年12月4⽇（水） 15:00～17:00

【会場】

石狩商工会館3階 大ホール  + オンライン

（石狩市花川北6条1丁目5番地）

【情報提供】

佐藤 裕之 氏 （オンライン参加）

株式会社ウェンティ・ジャパン 代表取締役社長

秋田風力発電コンソーシアム「秋田風作戦」 会長

【参加者】

地域企業24社・33名

時間 メニュー 担当

15:00 開始・前回ワークショップ振り返り
石狩市 企業連携推進課
新産業創出担当課長

15:10 講演
株式会社ウェンティ・ジャパン
代表取締役社長 佐藤氏

15:50 休 憩

16:00
ビジネスチャンス発見に向けた
意見・情報交換会

・下記5テーマに分かれ、意見交換
「産業振興」 「地域活性化」
「企業間連携」 「人材確保・教育」
「洋上風力基本情報」

参加者全員

16:50 ・各グループ発表

17:00 終了

【次第】

■第2回ワークショップの概要

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向け洋上風力情報交換会 第3回「洋上風力×地域産業振興」 （1/2）

【実施目的】

官民連携のもと洋上風力の地場産業化に向け、3回目となる今回は特に、

前2回のワークショップで出された意見や、地域企業を対象に実施したアンケートに

寄せられた声を踏まえながら、地元に洋上風力発電の恩恵を誘導する仕組みや、

洋上風力関連情報の集約・共有方法を検討する。

【開催日時】

2025年2月14⽇（金） 15:00～17:40

【会場】

石狩商工会館3階 大ホール

（石狩市花川北6条1丁目5番地）

【情報提供】

吉田 響生 氏

株式会社北拓 専務取締役

【参加者】

地域企業21社・28名

時間 メニュー 担当

15:00 開会挨拶
石狩市 企業連携推進課
部長

15:10 講演
株式会社北拓
専務取締役 吉田氏

15:50 質疑応答

16:10 休 憩

16:20 秋田意見交換報告会

①意見交換概要説明
②訪問した各社から発表
③ファシリテーターコメント
④ファシリテーター総括、情報提供

秋田意見交換参加者

17:20 休 憩

17:25 次年度の展望および意見交換内容の説明 石狩市

17:30 意見交換会 参加者全員

17:37 ファシリテーターよりフィードバック (一社)つちからみのれ 伊東氏

17:42 閉会挨拶 石狩商工会議所 

17:45 終了

【次第】

■第3回ワークショップの概要

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向け洋上風力情報交換会 第3回「洋上風力×地域産業振興」 （2/2）

■秋田意⾒交換報告会

【意⾒交換概要】

石狩市と秋田市の「再エネ関連産業振興共同研究会」の設立（2024年7月）を受けて秋田市協力のもと、現地意見交換も兼ねて下記要領にて実施。

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施

⽇ 程 2025年1月27⽇（月）～28⽇（火） 1泊2⽇

行程・会場
1月27⽇（月） 秋田市内企業との意見交換・交流会（於 秋田市役所）
1月28⽇（火） 現地見学（詳細は下記）

意見交換
（1月27⽇）

以下の企業・経済団体等と意見交換等を行った。
①秋田洋上風力発電株式会社
②秋田県内企業
③秋田市内金融機関
④秋田商工会議所
⑤秋田市 計18名

※各企業の紹介、秋田市における取組紹介、意見交換を実施
於：秋田市役所 センタース洋室4 (秋田市山王一丁目1-1）

石狩市参加メンバー
①石狩市内企業
②石狩商工会議所
③石狩市 計10名

意見交換先
（1月28⽇）

・展望台から風力発電施設を見学
・AOW風みらい館（秋田洋上風力発電株式会社の事業内容紹介展示場）
・風力トレーニングセンター 秋田塾（東北電力リニューアブルエナジー・サービス株式会社が運営する人材育成施設）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向け洋上風力情報交換会第3回における検討案（1/2）

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施

⚫ 前回までの意見交換、事後アンケートにおいて、①洋上風力に関する情報提供 ②地域企業間の横のつながりの強化 に関する要望が非常に多かったことから、①に
ついては、組織体として「業界研究」「新事業検討」「教育・広報活動」などのテーマ別に班に分かれ、定期的に勉強会を実施する等それぞれ具体的な取組みを始める。
②については、地域の組織としてスピード感を持って事業を展開するための円滑なコミュニケーション手法を導入する。という検討案が市から示された。

⚫ 2つの検討案について参加者から意見を募り、次年度に向け継続的に詳細の検討・精緻化を進めていくこととした。

検討案① 次年度以降の組織体の活動

各班リーダーを決め、
参加者同士の調整
により活動を進める

年2～3回程度、
定期的に洋上風力に
関する勉強会を実施

業界研究 地域活性化事業検討 教育・広報活動

参
加
者

① 参入の可能性を検証・分析

◼ 洋上風力に関わる仕事を細かく分析
し、リストアップする。

◼ 洋上風力のみならず、石狩市内への
GX関連投資によるビジネスチャンス
を調査する。

取
り
組
み
内
容
（
案
）

事
業

✓ 建設・製造など、洋上風力産業へ
の直接的な参入を目指す企業

✓ 陸上風力に関する経験を持つ企業

② 市内企業の周知

◼ 風力発電に関する各企業の実績や保
有機材、資格、実績などを見える化
（＝“企業履歴書”を作成）する。

◼ 作成したデータを活用し、洋上風力
関連企業との交流・意見交換を実現
する。

✓ 新事業に挑戦したい企業
✓ 既存事業での新規受注を目指す企業
✓ 企業間交流により地域活性化を行いた
い企業

② “メイドイン石狩”の実現

◼ 洋上風力を契機とし、地域企業のノ
ウハウなどを活用した新事業を検
討・実現する。

◼ 各種イベントなど、地域振興策を検
討・実現する。

◼ GX投資から生まれるチャンスを厚
田・浜益も含めた広域的な視点でと
らえる取り組みを検討・実現する。

① 洋上の付帯事業に参入する取り組み

◼ 事務用品の作成、不動産仲介、飲食、
宿泊など、洋上風力発電事業により
間接的に生まれる仕事の受注体制を
整える。

✓ エネルギー事業者
✓ 担い手確保に向けた企業PRを進めたい
企業

✓ 教育機関

① 理系人材の育成・確保

◼ 市内にあるエネルギー関連施設や工場
見学などにより、地域で理系人材を育
成・確保する取り組みを実施する。

◼ 洋上風力発電による視察需要をマネタ
イズする仕組みを検討する。

② 企業PR活動

◼ 市内企業の就職先としての認知度を向
上させるための取り組みを展開する。

◼ 道外企業に市内企業を宣伝するための
取り組みを検討する。

◼ 小中学生・高校生・大学生への理解醸
成を図る取り組みを検討する。
（秋田市との研究会テーマの一つ）
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

洋上風力発電機運醸成のための地域企業向け洋上風力情報交換会第3回における検討案（2/2）

５．機運醸成策の検討・実施  （2）地域企業向けイベントの実施

⚫ 組織体/企業間の円滑なコミュニケーション手法については、今年度実施してきたワークショップ等対面による交流機会のほか、インターネットなどを介して⽇常的に速やか
に情報や意見を送受信できる仕組みについて検討した。

検討案② 組織体の円滑なコミュニケーション手法
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

出前講座

５．機運醸成策の検討・実施  （3）学校向けイベントの実施

【実施目的】

石狩市では、2024年1月に営業運転開始した石狩湾新港港湾区域での洋上風力発電のほか、今後、一般海域（石狩市沖）での洋

上風力発電事業の計画が見込まれており、道内の洋上風力発電事業を牽引するポテンシャルがあり、地域への経済効果を最大化させるこ

とが期待されている。

将来の働き手となりうる市民や若年層への周知活動を展開し、⽇本のエネルギー転換と将来の再生可能エネルギーについて興味関心を深

めることを目的とする。

加えて、地元の小中学生についても1人の市民として、現在の石狩市でどのようなまちづくりが進められているのか周知する必要がある。洋上

風力発電は大きな要素のひとつとなっている。

【実施対象】

2024年 9月18⽇（水） 石狩中学校 1年生

2024年10月23⽇（水） 石狩市立双葉小学校 5年生

2025年  2月15⽇（土） 札幌創成高校 1年生

【出前講座とコンテンツの活用】

再エネを活用した石狩市のまちづくりにおいて大きな要素となる洋上風力発電事業について、

若年層の理解促進を図るためには、より効果的・印象的に事業を伝える必要がある。

本事業で制作した環境教育向けの台本やプレゼン資料、映像コンテンツを場面に応じて活用

し、出前講座を実施した。

【講師】

石狩市職員

株式会社SUN Reality（札幌創成高校実施時）

【ディレクション・協力】

株式会社JTB
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洋上風力発電普及啓発推進事業委託業務

いしかり再エネ地産地活博

５．機運醸成策の検討・実施  （4）市民向けイベント（実証）の実施

【実施目的】

石狩市には、多様な再生可能エネルギー（以下、再エネ）電源が集積しており、

「地域でつくられた再エネを地域で活用する」という意味を持つ造語である「地産地活

（ちさんちかつ）」をスローガンとし、再エネを看板とした企業誘致などによる持続可

能なまちづくりを推進している。

そこで、上記のまちづくりの方針・現状を石狩市民にお知らせするとともに、将来を担う

子どもたち（小学生～中学生）を主な対象とし、国内の先進事例でもある石狩市

のGX (グリーントランスフォーメーション)* の取組を知ってもらうことを目的とする。また、

今後の子ども（市民）向けの啓発手法についても本イベントの実施を踏まえて検討

することも目的とする。

【実施日時】

2025年2月4⽇（火）～ 2月14⽇（金） 各⽇11:00～17:00

【会場】

こども未来館あいぽーと および 石狩市民図書館

【主な内容】

• パネル展示

石狩市が進める再生可能エネルギーを使ったまちづくりに関するパネル

• おもちゃタウンいしかり

遊ばれなくなったおもちゃを活用した石狩市の再現

• VR体験 ※対象：中学生以上

機運醸成策の一環で作成したVR映像を活用したバーチャル体験

【主催】

石狩市

▲イベントチラシ

イベントの様子

＊化石燃料をできるだけ使わず、クリーンなエネルギーを活用していくための

 変革やその実現に向けた活動
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